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議案
番号

頁 区分

40 福島町犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例 7 議案

41 旅費宿泊料の改正に伴う関係条例の整理に関する条例 11 議案

42 福島町水道事業の財務規程の適用に伴う関係条例の整理に関する条例 13 議案

43 福島町犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例 27 議案

44 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 29 議案

45 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 31 議案

46 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 33 議案

47 福島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 47 議案

48 福島町奨学資金条例の一部を改正する条例 53 議案

49 福島町小笠原実奨学金基金条例の一部を改正する条例 55 議案

50 福島町花田俊勝奨学金基金条例の一部を改正する条例 57 議案

51
福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の
一部を改正する条例

59 議案

52
福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基
準を定める条例の一部を改正する条例

63 議案

53
福島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防
支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例

69 議案

54
福島町地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を
定める条例の一部を改正する条例

71 議案

55 福島町製氷貯氷施設条例の一部を改正する条例 75 議案

56
福島町水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管
理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例

77 議案

57 福島町チャレンジスピリット応援条例を廃止する条例 83 議案

58 第６次福島町総合計画の変更について 85 別冊1

59 福島町森林整備計画の策定について 103 別冊2

60 第３期福島町人口ビジョン・総合戦略の策定について 105 別冊3

61 第４期福島町地域福祉計画の策定について 107 別冊4

件　　　　名

令和６年度 福島町議会定例会 ３月会議議案目次
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議案
番号

頁 区分件　　　　名

62 第３期福島町子ども・子育て支援事業計画の策定について 109 別冊5

63 令和７年度福島町一般会計予算 111 別冊6

64 令和７年度福島町国民健康保険特別会計予算 123 別冊7

65 令和７年度福島町介護保険特別会計予算 127 別冊7

66 令和７年度福島町後期高齢者医療特別会計予算 139 別冊7

67 令和７年度福島町国民健康保険診療所特別会計予算 143 別冊7

68 令和７年度福島町水道事業会計予算 147 別冊7

69 令和７年度福島町浄化槽事業会計予算 149 別冊7

70 福島町財政調整基金の積立金の処分について 151 議案

71 令和６年度福島町一般会計補正予算（第９号） 153 別冊8

72 令和６年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 155 別冊8

73 令和６年度福島町介護保険特別会計補正予算（第４号） 157 別冊8

74 令和６年度福島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 159 別冊8

75 令和６年度福島町国民健康保険診療所特別会計補正予算（第３号） 161 別冊8

76 令和６年度福島町水道事業会計補正予算（第３号） 163 別冊8

77 令和６年度福島町浄化槽事業会計補正予算（第４号） 165 別冊8

78
青少年交流センター増築工事の内建築主体工事請負契約の議決更正に
ついて

167 議案

79
青少年交流センター増築工事の内機械設備工事請負契約の議決更正に
ついて

169 議案

同意2 固定資産評価審査委員会委員の選任について 171 議案

同意3 福島町農業委員会委員の選任について 173 議案

同意4 福島町農業委員会委員の選任について 175 議案

同意5 福島町農業委員会委員の選任について 177 議案

同意6 福島町農業委員会委員の選任について 179 議案
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議案
番号

頁 区分件　　　　名

同意7 福島町農業委員会委員の選任について 181 議案

同意8 福島町農業委員会委員の選任について 183 議案

同意9 福島町農業委員会委員の選任について 185 議案

諮問1 人権擁護委員の推薦について 187 議案

諮問2 人権擁護委員の推薦について 189 議案
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議案第４０号 
 

福島町犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例 
 
 福島町犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例を次のように定める。 
 

   令和７年３月１１日提出 
 

                       福島町長  鳴海 清春      
 

 
福島町犯罪被害者等見舞金の支給に関する条例 

 

 （趣旨） 
第１条 この条例は、福島町犯罪被害者等支援条例（令和５年福島町条例第２号）
第７条の規定に基づき、犯罪被害者等見舞金（以下「見舞金」という。）の支
給に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 
第２条 この条例において使用する用語の意義は、福島町犯罪被害者等支援条
例の定めるところによる。 

２ 前項に掲げるもののほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該
各号に定めるところによる。 

 ⑴ 犯罪行為 日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日本航空機内
において行われた人の生命又は身体を害する罪に当たる行為（刑法（明治
４０年法律第４５号）第３７条第１項本文、第３９条第１項又は第４１条
の規定により罰せられない行為を含むものとし、同法第３５条又は第３６

条第１項の規定により罰せられない行為及び過失による行為を除く。）を
いう。 

 ⑵ 傷病 負傷又は疾病（精神的な疾病を含む。）であつて、その療養に要
する期間が１月以上であると医師により診断されたものをいう。 

 ⑶ 犯罪被害 犯罪行為による死亡若しくは傷病又は不同意性交等若しくは
監護者性交等（以下これらを「性犯罪被害」という。）を受けたもので、
警察に被害を届け出ることが困難であると認められる場合を除き、被害届
出が警察に受理されているものに限る。 

 ⑷ 犯罪被害者 犯罪被害を受けた者（当該犯罪被害の原因となつた犯罪行
為が行われた時に町内に住所を有している者に限る。）をいう。 

 （見舞金の支給） 
第３条 町長は、犯罪被害者があるときは、犯罪被害者又はその遺族に対し、
見舞金を支給する。 

 （見舞金の種類等） 
第４条 見舞金は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める
者に対して、一時金として支給する。 

 ⑴ 遺族見舞金 犯罪行為により死亡した者の第１順位遺族（第６条第２項
の規定による第１順位の遺族をいう。）であり、かつ、死亡の原因となつ
た犯罪行為が行われた時から引き続き町内に住所を有している者 
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 ⑵ 傷病見舞金 犯罪行為により傷病を受けた者であり、かつ、傷病の原因
となつた犯罪行為が行われた時から引き続き町内に住所を有している者 

 ⑶ 性犯罪被害見舞金 性犯罪被害を受けた者であり、かつ、性犯罪被害を
受けた時から引き続き町内に住所を有している者 

 （見舞金の額） 
第５条 見舞金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定
める額とする。 

 ⑴ 遺族見舞金 ３０万円 
 ⑵ 傷病見舞金 １０万円 
 ⑶ 性犯罪被害見舞金 １０万円 
２ 傷病見舞金又は性犯罪被害見舞金の支給を受けた者が、当該見舞金の支給
に係る犯罪被害に起因して死亡した場合、遺族見舞金の額は、前項第１号の
規定にかかわらず、同号に定める額から当該支給を受けた傷病見舞金又は性

犯罪被害見舞金の額を控除した額とする。 
３ 性犯罪被害を受け、及び当該性犯罪被害により傷病を負つた者に対して支
給する見舞金については、傷病見舞金又は性犯罪被害見舞金のいずれかとす
る。 

４ 本町以外の機関等から同種の金銭給付を受けた場合にあつては、第１項各
号に定める見舞金の額から当該金銭給付を受けた額を控除した額とする。 

５ 遺族見舞金の支給を受けるべき第１順位の遺族が２人以上あるときは、当
該遺族の協議により、当該遺族のいずれか１人を代表者として定めなければ
ならない。この場合において、代表者に対して行つた見舞金の支給は、当該
遺族全員に対してなされたものとみなす。 

 （遺族の範囲及び順位） 
第６条 遺族見舞金の支給を受けることができる遺族は、犯罪被害者の死亡の

時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。 
 ⑴ 犯罪被害者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にあつた者を含む。） 
 ⑵ 犯罪被害者の収入によつて生計を維持していた犯罪被害者の子、父母、

孫、祖父母及び兄弟姉妹 
 ⑶ 前号に該当しない犯罪被害者の子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹 
２ 遺族見舞金の支給を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序とし、同項
第２号及び第３号に掲げる者のうちにあつては、それぞれ当該各号に掲げる
順序とし、父母については、養父母を先にし、実父母を後にする。 

 （見舞金を支給しないことができる場合） 
第７条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、見舞金を支給しな
いことができる。 

 ⑴ 犯罪行為が行われたときにおいて、犯罪被害者又は第１順位遺族と加害

者の間に次のいずれかに該当する親族関係があつたとき。ただし、当該親
族関係が破綻していたと認められる場合、その他支援を行わないことが社
会通念上適切でないと認められる特段の事情がある場合は、この限りでな
い。 

  ア 夫婦（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ
つた者を含む。） 
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  イ 直系血族（親子については、養子縁組の届出をしていないが、事実上
養子縁組関係と同様の事情にある場合を含む。） 

  ウ ３親等内の親族（ア又はイに掲げる者を除く。） 
 ⑵ 犯罪被害者又は第１順位遺族が犯罪を誘発したとき、その他当該犯罪被

害につき、犯罪被害者又は第１順位遺族にもその責めに帰すべき行為があ
つたとき。 

 ⑶ 犯罪被害者又は第１順位遺族が、福島町暴力団排除条例（平成２５年福
島町条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団及び同条第２号に規定す
る暴力団員並びにこれらのものと密接な関係を有する者であるとき。 

 ⑷ 前３号に掲げる場合のほか、犯罪被害者又はその遺族と加害者との関係
その他の事情から判断して、見舞金を支給することが社会通念上適切でな
いと認められるとき。 

 （見舞金の支給申請） 

第８条 見舞金の支給を受けようとする者は、規則で定めるところにより、町
長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請は、当該犯罪被害の発生を知つた日から２年を経過したとき、
又は当該犯罪被害が発生した日から７年を経過したときは、することができ
ない。 

 （見舞金の支給決定の取消等） 
第９条 町長は、第７条の規定に該当することが判明したとき、又は偽りその
他不正な手段により見舞金の支給を受けたことが判明したときは、当該見舞
金の支給決定を取消し、既に支給を行つた見舞金の返還を求めることができ
る。 

 （規則への委任） 
第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
 （適用区分） 
２ この条例は、この条例の施行の日以後において行われた犯罪行為による犯
罪被害について適用する。 
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議案第４１号 

 

旅費宿泊料の改正に伴う関係条例の整理に関する条例 
 

 旅費宿泊料の改正に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める。 

 
   令和７年３月１１日提出 

 

                       福島町長  鳴海 清春      
 

旅費宿泊料の改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 
 （特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 
第１条 特別職の職員の給与に関する条例(昭和30年福島町条例第15号)の一部
を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表２ 内国旅行の車賃、日当、宿泊料及び

食卓料 

別表２ 内国旅行の車賃、日当、宿泊料及び食

卓料 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜に

つき) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 14,800円 11,800円 1,000円 
 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜につ

き) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 16,000円 12,800円 1,000円 
 

備考 宿泊料の欄中、甲地方及び乙地方と

は職員の旅費に関する条例(昭和52年福

島町条例第31号)で定める地域の例によ

るものとする。 

備考 宿泊料の欄中、甲地方及び乙地方とは

職員の旅費に関する条例(昭和52年福島

町条例第31号)で定める地域の例による

ものとする。 

 
 （職員等の旅費に関する条例の一部改正） 
第２条 職員等の旅費に関する条例(昭和52年福島町条例第31号)の一部を次の
ように改正する。 

改正前 改正後 

(旅費の種類) (旅費の種類) 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ1夜当り

の定額により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ1夜当り

の定額又は実費により支給する。 

８～15 （略） ８～15 （略） 

(宿泊料) (宿泊料) 

第20条 宿泊料の額は、宿泊地の区分に応

じた別表第1の定額による。 

第20条 宿泊料の額は、宿泊地の区分に応

じた別表第1の定額による。ただし、別表

第1中の宿泊料をもつてその実費を支弁

することができない場合は、その実費相

当額とする。 

２ （略） ２ （略） 
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別表第１ 内国旅行の旅費 別表第１ 内国旅行の旅費 

1 車賃、日当、宿泊料及び食卓料 1 車賃、日当、宿泊料及び食卓料 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜に

つき) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 13,100円 9,800円 1,000円 
 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜に

つき) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 15,000円 11,800円 1,000円 
 

備考 宿泊料の欄中甲地方とは、さいた

ま市、千葉市、東京都特別区、横浜市、

川崎市、相模原市、名古屋市、京都市、

大阪市、堺市、神戸市、広島市及び福岡

市をいい、乙地方とは、甲地方以外の

地域をいう。 

備考 宿泊料の欄中甲地方とは、東京都

特別区及び地方自治法第252条の19第1

項に基づき政令で指定された地方公共

団体(札幌市を除く)をいい、乙地方と

は、甲地方以外の地域をいう。 

  
（特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
第３条 特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例(昭和32
年福島町条例第6号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表第２ 別表第２ 

内国旅行の車賃、日当、宿泊料及び食

卓料 

内国旅行の車賃、日当、宿泊料及び食

卓料 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜に

つき) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 14,800円 11,800円 1,000円 
 

車賃 

(1kmに

つき) 

日当 

(1日に

つき) 

宿泊料 

(1夜につき) 

食卓料 

(1夜に

つき) 甲地方 乙地方 

37円 2,000円 16,000円 12,800円 1,000円 
 

備考 宿泊料の欄中、甲地方及び乙地方

とは職員の旅費に関する条例(昭和52

年福島町条例第31号)で定める地域の

例によるものとする。 

備考 宿泊料の欄中、甲地方及び乙地方

とは職員の旅費に関する条例(昭和52

年福島町条例第31号)で定める地域の

例によるものとする。 

 
  附 則 
この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４２号 

 

福島町水道事業の財務規程の適用に伴う関係条例の整理に関する

条例 

 

福島町水道事業の財務規程の適用に伴う関係条例の整理に関する条例を次のよ

うに定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春    

 

福島町水道事業の財務規程の適用に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（福島町水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 福島町水道事業の設置等に関する条例(昭和49年福島町条例第18号)の一

部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(地方公営企業法の適用) (地方公営企業法の適用) 

第２条 地方公営企業法(昭和27年法

律第292号。以下「法」という。)第2

条第3項の規定に基づき、法の全部を

適用する。 

第２条 地方公営企業法(昭和27年法

律第292号。以下「法」という。)第2

条第3項及び地方公営企業法施行令

第1条第2項の規定により、水道事業

に法第2条第2項に規定する財務規程

等を適用する。 

(組織) 

第４条 法第7条ただし書及び地方公

営企業法施行令(昭和27年政令第403

号。以下「施行令」という。)第8条の

2の規定に基づき水道事業に管理者

を置かないものとする。 

２ 法第14条の規定に基づき町長の権

限に属する事務を処理させるため、

建設課を置く。 

（削る） 

(重要な資産の取得及び処分) (重要な資産の取得及び処分) 

第５条 （略） 第４条 （略） 

(議会の同意を要する賠償責任の免

除) 

(議会の同意を要する賠償責任の免

除) 

第６条 法第34条において準用する地 第５条 法第34条において準用する地
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方自治法(昭和22年法律第67号)第24

3条の2第4項の規定により、水道事業

の業務に従事する職員の賠償責任の

免除について議会の同意を得なけれ

ばならない場合は、当該賠償責任に

係る賠償額が100,000円以上である

場合とする。 

方自治法(昭和22年法律第67号)第24

3条の2の8第8項の規定により、水道

事業の業務に従事する職員の賠償責

任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責

任に係る賠償額が1,000,000円を超

える場合とする。 

 (会計事務の処理) 

第６条 法第34条の2ただし書の規定

により、簡易水道事業の出納その他

の会計事務のうち次に掲げるものに

係る権限は、会計管理者に行わせる

ものとする。 

(１) 公金の収納又は支払に関する

事務 

(２) 公金の保管に関する事務 

(業務状況説明書類の提出) (業務状況説明書類の作成) 

第８条 町長は、水道事業に関し、法第

40条の2第1項の規定に基づき、毎事

業年度4月1日から9月30日までの業

務の状況を説明する書類を11月30日

までに、10月1日から3月31日までの

業務の状況を説明する書類を5月31

日までに提出しなければならない。 

第８条 町長は、水道事業に関し、法第

40条の2第1項の規定に基づき、毎事

業年度4月1日から9月30日までの業

務の状況を説明する書類を11月30日

までに、10月1日から3月31日までの

業務の状況を説明する書類を5月31

日までに作成しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 天災その他やむを得ない事故によ

り、第1項に定める期日までに同項の

業務の状況を説明する書類を提出す

ることができなかつた場合において

は、町長は、できるだけすみやかにこ

れを提出しなければならない。 

３ 天災その他やむを得ない事故によ

り、第1項に定める期日までに同項の

業務の状況を説明する書類を作成す

ることができなかつた場合において

は、町長は、できるだけ速やかにこれ

を作成しなければならない。 

 

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の廃止） 

第２条  企業職員の給与の種類及び基準に関する条例(昭和41年福島町条例第27

号)の全部を廃止する。 

 

（福島町水道事業給水条例の一部改正） 

第３条 福島町水道事業給水条例(昭和47年福島町条例第4号)の一部を次のよう

に改正する。 
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改正前 改正後 

目次 目次 

第１章 総則(第1条～第4条) 第１章 総則(第1条～第4条) 

第２章 給水装置の工事及び費用

(第5条～第13条) 

第２章 給水装置の工事(第5条～第

11条) 

第３章 給水(第14条～第24条) 第３章 給水(第12条～第22条) 

第４章 料金及び手数料(第25条～

第34条) 

第４章 料金及び手数料(第23条～

第33条) 

第５章 管理(第35条～第40条) 第５章 管理(第34条～第40条) 

第６章 貯水槽水道(第41条・第42

条) 

第６章 貯水槽水道(第41条・第42

条) 

第７章 補則(第43条) 第７章 補則(第43条) 

附則 附則 

(条例の目的) (条例の目的) 

第１条 この条例は、福島町水道事業

の給水についての料金及び給水装置

工事の費用の負担、その他の供給条

件並びに給水の適正を保持するため

に必要な事項を定めることを目的と

する。 

第１条 この条例は、福島町水道事業

の給水についての料金及びその他の

供給条件並びに給水の適正を保持す

るために必要な事項を定めることを

目的とする。 

 

第２条 削除 

(給水区域) 

第２条 給水区域は、福島町水道事業

の設置等に関する条例(昭和41年条

例第26号)第3条に定める給水区域と

する。 

(給水装置の種類) (給水装置の種類) 

第４条 給水装置は、次の4種とする。 第４条 給水装置は、次の4種とする。 

(１) 専用給水装置 1世帯又は、1

箇所で専用するもの。 

(１) 専用給水装置 1世帯又は、1

箇所で専用するもの 

(２) 共用給水装置 2世帯若しく

は2箇所以上で共用するもの。 

(２) 共用給水装置 2世帯若しく

は2箇所以上で共用するもの 

(３) 船舶給水装置 町の給水施設

より船舶に給水するもの。 

(３) 船舶給水装置 町の給水施設

より船舶に給水するもの 

(４) 私設消火せん 消防用に使用

するもの。 

(４) 私設消火栓 消防用に使用す

るもの 

第２章 給水装置の工事及び費

用 

第２章 給水装置の工事 

(給水装置の新設等の申込) (給水装置の新設等の申込) 
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第５条 給水装置を新設、改造、修繕

(水道法(昭和32年、法律第177号。以

下「法」という。)第16条の2第3項の

国土交通省令で定める給水装置の軽

微な変更を除く。)又は撤去しようと

する者は、町長の定めるところによ

り、あらかじめ町長に申込み、その承

認を受けなければならない。 

第５条 給水装置を新設、改造、修繕

(水道法(昭和32年法律第177号。以下

「法」という。)第16条の2第3項の国

土交通省令で定める給水装置の軽微

な変更を除く。)又は撤去しようとす

る者は、町長の定めるところにより、

あらかじめ町長に申し込み、その承

認を受けなければならない。 

 ２ 前項の申込みにあたり町長は、必

要と認めるときは、利害関係人の同

意書又はこれに代わる書類の提出を

求めることができる。 

 (給水装置の新設申込みの保留) 

第６条 第2条に定める給水区域内で

あつても、配水管を布設していない

箇所又は水圧の関係により給水が困

難であると認められる場合は、給水

装置工事の申込みを保留することが

できる。 

(新設等の費用負担) (新設等の費用負担) 

第６条 給水装置の新設、改造、修繕又

は撤去に要する費用は、当該給水装

置を新設、改造又は撤去する者の負

担とする。ただし、町長が特に必要が

あると認めたものについては、町に

おいて、その費用を負担することが

できる。 

第７条 給水装置の新設、改造、修繕又

は撤去に要する費用は、当該給水装

置を新設、改造、修繕又は撤去する者

の負担とする。ただし、町長が特に必

要があると認めたものについては、

町においてその費用を負担すること

ができる。 

(工事の施行) (工事の施行) 

第７条 給水装置工事は、町長又は町

長が法第16条の2第1項の指定をした

者(法第25条の3の2に規定する指定

の更新を受けないことにより失効と

なつた者を除く。)(以下「指定給水装

置工事事業者」という。)が施行する。 

第８条 給水装置工事は、町長が法第1

6条の2第1項の指定をした者(以下

「指定給水装置工事事業者」とい

う。)が施行する。 

２ 前項の規定により、指定給水装置

工事事業者が給水装置工事(修繕に

係る工事を除く。)を施行する場合

は、あらかじめ町長の設計審査(使用

材料の確認を含む。)を受け、かつ、

工事竣工後に町長の工事検査を受け

２ 前項の規定により、指定給水装置

工事事業者が給水装置工事を施行す

る場合は、あらかじめ町長の設計審

査(使用材料の確認を含む。)を受け、

かつ、工事竣工後に町長の工事検査

を受けなければならない。 
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なければならない。 

３ 第1項の規定により町長が工事を

施行する場合においては、当該工事

に関する利害関係人の同意書等の提

出を求めることができる。 

３ 給水装置工事をする者及びその工

事を施行する者は、給水装置の構造

及び材質を水道法施行令(昭和32年

政令第336号。以下「政令」という。)

第6条に定める基準に適合させなけ

ればならない。 

 ４ 給水装置の新設、改造又は修繕を

する者及びその工事を施行する者

は、政令第6条に定める基準に適合す

る材料を使用しなければならない。 

(給水管及び給水用具の指定) (給水管及び給水用具の指定) 

第７条の２ （略） 第９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

 ３ 第1項の規定による指定の権限は、

法第16条の規定に基づく給水契約の

申込みの拒否又は給水の停止のため

に認められたものと解釈してはなら

ない。 

(工事費の算出方法) 

第８条 町長が施行する給水装置工事

の工事費は、次の各号に掲げる費用

の合計額に消費税法(昭和63年法律

第108号)に定める消費税の税率を乗

じて得た額及びその額に地方税法

(昭和25年法律第226号)に定める地

方消費税の税率を乗じて得た額を合

算した額(その額に1円未満の端数が

生じたときは、これを切り捨てるも

のとする。以下「消費税相当額」とい

う。)を加算した額とする。 

(１) 材料費 

(２) 運搬費 

(３) 労力費 

(４) 道路復旧費 

(５) 工事監督費 

(６) 間接経費 

２ 前項に定めるもののほか、特別の

費用を必要とするときは、その費用

を加算する。 

（削る） 
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３ 前2項に規定する費用の算出に関

して必要な事項は、別に町長が定め

る。 

(工事費の予納) 

第９条 町長に給水装置の工事を申し

込む者は、設計によつて算出した給

水装置の工事費の概算額を予納しな

ければならない。ただし、町長が、そ

の必要がないと認めた工事について

は、この限りでない。 

２ 前項の工事費の概算額は、工事し

ゆん工後に精算する。 

（削る） 

(工事費の分納) 

第10条 前条第1項の工事費の概算額

は、新設、改造、修繕の工事に関する

ものに限り、町長が定めるところに

より、町長の承認を受けて、6ケ月以

内において分納することができる。

ただし、この場合においては本町在

住者にして相当の資力ある者1人以

上を連帯保証人として選定すること

を要する。 

２ 前項の給水工事は、第1回を分納し

た後、これを施行する。 

３ 分割工事費は、毎月その残額の100

分の1に相当する金額を加算する。 

（削る） 

(給水装置所有権の移転の時期) 

第11条 町長が、給水装置の工事を施

行した場合は、その工事費が完納に

なるまで町長が当該給水装置の所有

権を留保し、その間における管理は、

工事申込者の責任とする。 

（削る） 

(工事費未納の場合の措置) 

第12条 町長が施行した給水装置の工

事の工事費を、工事申込者が指定期

間内に納入しないときは、町長は、そ

の給水装置を撤去することができ

る。 

２ 前項の規定により給水装置を撤去

したときは、その給水装置を処分し

（削る） 
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て未納の工事費、撤去に要した費用

及びその他の経費に充当し、なお過

不足があるときは、還付又は追徴す

る。 

(給水装置の変更等の工事) (給水装置の変更等の工事) 

第13条 町長は、配水管の移転その他

特別の理由によつて、給水装置に変

更を加える工事を必要とするとき

は、その給水装置の所有者又は水道

の使用者の同意がなくても、当該工

事を施行することができる。 

第10条 町長は、配水管の移転その他

特別の理由によつて、給水装置に変

更を加える工事を必要とするとき

は、当該給水装置の所有者の同意が

なくても、当該工事を施行すること

ができる。 

２ 前項の工事費は、その必要を生じ

させた者の負担とする。 

２ 前項の場合において、その工事に

要する費用は、原因者の負担とする。 

 (第三者の異議についての責任) 

第11条 給水装置の設置又は管理に関

し、利害関係人その他の者から異議

があるときは、給水装置工事申込者

の責任とする。 

(給水の原則) (給水の原則) 

第14条 （略） 第12条 （略） 

(給水の申込) (給水契約の申込) 

第15条 （略） 第13条 （略） 

(給水装置所有者の代理人) (給水装置の所有者の代理人) 

第16条 給水装置の所有者が、町内に

居住しないとき、又は、町長において

必要があると認めたときは、給水装

置の所有者は、この条例に定める事

項を処理させるため、町内に居住す

る代理人を置かなければならない。 

第14条 給水装置の所有者が、町内に

居住しないとき、又は町長において

必要があると認めたときは、給水装

置の所有者は、この条例に定める事

項を処理させるため、町内に居住す

る代理人を定め、町長に届け出なけ

ればならない。代理人に変更があつ

たときも又、同様とする。 

(管理人の選定) (管理人の選定) 

第17条 次の各号の一に該当する者

は、水道の使用に関する事項を処理

させるため、管理人を選定し、町長に

届け出なければならない。 

第15条 給水装置を共有する者又は町

長が必要と認める者は、水道の使用

についての事項を処理させるため、

管理人を選定し、町長に届け出なけ

ればならない。 

(１) 給水装置を共有する者  

(２) 共用給水装置を使用する者  
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(３) その他町長が必要と認めた者  

２ （略） ２ （略） 

(水道メーターの設置) (水道メーターの設置) 

第18条 給水量は、町の水道メーター

(以下「メーター」という。)により計

量する。ただし、町長が、その必要が

ないと認めたときは、この限りでな

い。 

第16条 給水量は、町の水道メーター

(以下「メーター」という。)により計

量する。ただし、町長がその必要がな

いと認めたときは、この限りでない。 

 ２ 町長は、使用水量を計量するため

特に必要があると認めたときは、受

水タンク以下の装置に町のメーター

を設置することができる。 

２ メーターは、給水装置に設置し、そ

の位置は、町長が定める。 

３ メーターは給水装置に設置し、そ

の位置は町長が定める。 

 ４ メーターの位置が管理上不適切と

なつたときは、町長は所有者又は使

用者の負担において、これを変更改

善させることができる。 

(メーターの貸与) (メーターの貸与) 

第19条 （略） 第17条 （略） 

(届出の義務) (水道の使用中止、変更等の届出) 

第20条 水道使用者等は、次の各号の

一に該当するときは、あらかじめ町

長に届け出なければならない。 

第18条 水道使用者等は、次の各号の

一に該当するときは、あらかじめ町

長に届け出なければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 用途を変更するとき。 (２) メーターの口径又は用途を変

更するとき。 

(３) 消防演習に私設消火せんを使

用するとき。 

(３) 消防演習に私設消火栓を使用

するとき。 

２ 水道使用者等は、次の各号の一に

該当するときは、すみやかに町長に

届け出なければならない。 

２ 水道使用者等は、次の各号の一に

該当するときは、速やかに町長に届

け出なければならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(共用給水装置の設置及び使用) (共用給水装置の設置及び使用) 

第21条 （略） 第19条 （略） 

(私設消火せんの使用) (私設消火栓の使用) 

第22条 私設消火せんは、消防又は、消

防の演習の場合のほか使用してはな

第20条 私設消火栓は、消防又は、消防

の演習の場合のほか使用してはなら
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らない。 ない。 

２ 私設消火せんを、消防の演習に使

用するときは、町長の指定する町職

員の立会を要する。 

２ 私設消火栓を、消防の演習に使用

するときは、町長の指定する町職員

の立会いを要する。 

(水道使用者等の管理上の責任) (水道使用者等の管理上の責任) 

第23条 水道使用者等は、善良な注意

をもつて、水が汚染し又は漏水しな

いよう給水装置を管理し、異状があ

るときは、直ちに町長に届け出なけ

ればならない。 

第21条 水道使用者等は、善良な管理

者の注意をもつて、水が汚染し又は

漏水しないよう給水装置を管理し、

異状があるときは、直ちに町長に届

け出なければならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ メーターの設置場所に、検針、検査

及び修繕の支障となる建築物、工作

物又は物件を設置してはならない。 

（削る） 

４ 第1項及び第3項の管理義務を怠つ

たために生じた損害は、水道使用者

等の負担とする。 

３ 第1項の管理義務を怠つたために

生じた損害は、水道使用者等の責任

とする。 

 ４ 町長は、第1項の管理義務を怠つた

者に対し、水道水の汚染防止又は障

害除去のための必要な措置をとるこ

とを指示することができる。 

(給水装置及び水質の検査) (給水装置及び水質の検査) 

第24条 町長は、給水装置又は供給す

る水の水質について、水道使用者等

から請求があつたときは、検査を行

ない、その結果を請求者に通知する。 

第22条 町長は、給水装置又は供給す

る水道水の水質について、水道使用

者等から請求があつたときは、検査

を行い、その結果を請求者に通知す

る。 

２ 前項の検査において、特別の費用

を要したときは、その実質額を徴収

する。 

２ 前項の検査において、特別の費用

を要したときは、その実費額を徴収

する。 

(料金の支払義務) (料金の支払義務) 

第25条 （略） 第23条 （略） 

(料金) (料金) 

第26条 （略） 第24条 （略） 

(料金の算定) (料金の算定) 

第27条 料金は、毎月定例日(料金算定

の基準日として、あらかじめ、町長が

定めた日をいう。)にメーターにより

第25条 料金は、毎月定例日(料金算定

の基準日として、あらかじめ、町長が

定めた日をいう。)にメーターの検針
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給水量の計量を行い、その日の属す

る月分として算定する。ただし、やむ

を得ない理由があるときは、町長は、

定例日以外の日にメーターを計量す

ることができる。この場合において、

当該計量は、定例日になされたもの

とみなす。 

を行い、使用水量に応じその日の属

する月分として算定する。 

２ 水道の使用をやめたとき、又は中

止したときは、その都度使用水量を

計算し料金を算定する。 

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、

特別の理由があると認めたときは、

定例日以外の日にメーターの検針を

行うことができる。 

(使用水量及び用途の認定) (使用水量及び用途の認定) 

第28条 町長は、次の各号の一に該当

する時は、使用水量及びその用途を

認定する。 

第26条 町長は、次の各号の一に該当

するときは、使用水量及びその用途

を認定する。 

(１) （略） (１) （略） 

 (２) メーターが設置されていない

とき。 

(２) （略） (３) （略） 

 (４) 用途その他、算定基準の届出

が事実と相違するとき。 

(３) （略） (５) （略） 

(４) 共用給水装置により水道を使

用するとき。 

（削る） 

(特別な場合における料金の算定) (特別な場合における料金の算定) 

第29条 月の途中において水道の使用

を開始し、又は使用をやめたときの

料金は、次の各号に掲げる金額に消

費税相当額を加算した額とする。 

第27条 月の途中において水道の使用

を開始し、又は使用をやめたときの

料金は、次の各号に掲げる金額に消

費税相当額を加算した額とする。 

(１) 使用水量が、基本水量の2分の

1以下のとき、基本料金の2分の1 

(１) 使用日数が15日以下で、使用

水量が基本水量の2分の1以下のと

きは、基本料金の2分の1の額 

(２) 使用水量が、基本水量の2分の

1を超えるときは、1ケ月として算

定した金額 

(２) 使用日数が15日を超えるとき

又は、使用水量が基本水量の2分の

1を超えるときは、基本料金と超過

料金との合計額 

２ 月の中途においてその用途に変更

があつた場合は、その使用日数の多

い料率を適用する。 

２ 月の中途においてその用途に変更

があつた場合の料金は、その使用日

数の多い料率によつて算定し、その
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使用日数が等しいときは、変更後の

用途の料金により算定する。 

 (無届使用に対する認定) 

第28条 前使用者の給水装置を町長に

無届けで使用した者は、前使用者に

引き続いて使用したものとみなす。 

(臨時使用の場合の概算料金の前納) (臨時使用の場合の概算料金の前納) 

第30条 （略） 第29条 （略） 

(水道メーター使用料) (水道メーター使用料) 

第31条 （略） 第30条 （略） 

(料金及び使用料の徴収方法) (料金及び使用料の徴収方法) 

第32条 料金及び使用料は、納入告知

書又は集金の方法により毎月徴収す

る。ただし、やむを得ない理由がある

とき町長は、2月以上まとめて徴収す

ることができる。 

第31条 料金及び使用料は、納入通知

書又は集金の方法により毎月徴収す

る。 

(手数料) (手数料) 

第33条 手数料は、次の各号の区別に

より、申込者から申し込みの際、これ

を徴収する。ただし、町長が、特別の

理由があると認めた申込者からは、

申込後、徴収することができる。 

第32条 手数料は、次の各号の区別に

より、申込者から申し込みの際、これ

を徴収する。ただし、町長が、特別の

理由があると認めた申込者からは、

申込後、徴収することができる。 

(１) 町長が給水装置工事の設計を

するとき、新設1件につき2,200円、

改造1件につき1,300円とする。 

（削る） 

(２) 第7条第1項の指定をすると

き、1件につき10,000円とする。 

(１) 第8条第1項の給水装置工事事

業者の指定をするときは、1件につ

き10,000円とする。 

(３) 第7条第2項の設計審査(使用

材料の確認を含む。)又は工事検査

をするとき、新設1件につき2,200

円、改造1件につき1,300円とする。 

(２) 第8条第2項の給水装置工事の

設計審査をするときは、新設1件に

つき2,200円、改造1件につき1,300

円とする。 

 (３) 第8条第2項の給水装置工事の

工事検査をするときは、新設1件に

つき2,200円、改造1件につき1,300

円とする。 

２ 第35条に規定する検査に係る手数

料については、新設1件につき4,400

円、改造1件につき2,600円とする。 

（削る） 
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(料金、手数料等の軽減又は免除) (料金、手数料等の軽減又は免除) 

第34条 町長は、公益上その他特別の

理由があると認めたときは、料金、使

用料及び手数料その他の費用を軽減

又は免除することができる。 

第33条 町長は、公益上その他特別の

理由があると認めたときは、この条

例によつて納付しなければならない

料金、使用料及び手数料その他の費

用を軽減又は免除することができ

る。 

(給水装置の検査等) (給水装置の検査等) 

第35条 （略） 第34条 （略） 

(給水装置の基準違反に対する措置) (給水装置の基準違反に対する措置) 

第36条 町長は、水の供給を受ける者

の給水装置の構造及び材質が、水道

法施行令(昭和32年政令第336号)第5

条に規定する給水装置の構造及び材

質の基準に適合していないときは、

その者の給水の申込みを拒み、又は

その者が給水装置をその基準に適合

させるまでの間、その者に対する給

水を停止することができる。 

第35条 町長は、水の供給を受ける者

の給水装置の構造及び材質が、政令

第6条に規定する給水装置の構造及

び材質の基準に適合していないとき

は、その者の給水の申込みを拒み、又

はその者が給水装置をその基準に適

合させるまでの間、その者に対する

給水を停止することができる。 

２ 町長は、水の供給を受ける者の給

水装置が、町長又は指定給水装置工

事事業者の施行した給水装置工事に

係るものでないときは、その者の給

水の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。

ただし、法第16条の2第3項の国土交

通省令で定める給水装置の軽微な変

更であるとき、又は当該給水装置の

構造及び材質がその基準に適合して

いることを検査により確認したとき

は、この限りでない。 

２ 町長は、水の供給を受ける者の給

水装置が、指定給水装置工事事業者

の施行した給水装置工事に係るもの

でないときは、その者の給水契約の

申込みを拒み、又はその者に対する

給水を停止することができる。ただ

し、法第16条の2第3項の国土交通省

令で定める給水装置の軽微な変更で

あるとき、又は当該給水装置の構造

及び材質がその基準に適合している

ことを確認したときは、この限りで

ない。 

(給水の停止) (給水の停止) 

第37条 町長は、次の各号の一に該当

するときは、水道の使用者に対し、そ

の理由の継続する間、給水を停止す

ることができる。 

第36条 町長は、次の各号の一に該当

するときは、水道の使用者等に対し、

その理由の継続する間、給水を停止

することができる。 

(１) 水道の使用者が第8条、第23条

第2項、第26条又は第31条、第33条

の規定による工事費、修繕費、料金

(１) 水道の使用者等が第10条第2

項、第16条第4項の工事費、第21条

第2項の修繕費、第24条の料金、第
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若しくは使用料又は手数料を指定

納期限内に納入しないとき。 

39条の使用料、第32条の手数料、そ

の他本条例の規定により納付する

金額を指定納期限内に納入しない

とき。 

(２) 水道の使用者が、正当な理由

がなくて、第27条の使用水量の計

量又は第35条の検査を拒み、又は

妨げたとき。 

(２) 水道の使用者等が、正当な理

由がなくて、第25条の使用水量の

計量又は第34条の検査を拒み、又

は妨げたとき。 

(３) 給水せんを、汚染のおそれの

ある器物又は、施設と連絡して使

用する場合において、警告を発し

ても、なお、これを改めないとき。 

(３) 給水栓を、汚染のおそれのあ

る器物又は、施設と連絡して使用

する場合において、警告を発して

も、なお、これを改めないとき。 

(給水装置の切り離し) (給水装置の切り離し) 

第38条 （略） 第37条 （略） 

 (給水装置操作の禁止) 

第38条 メーター、止水栓、消火栓、そ

の他特に定められた給水装置は、町

職員又は指示された者以外これを操

作してはならない。 

(過料) (過料) 

第39条 町長は、次の各号の一に該当

する者に対し、50,000円以下の過料

を科することができる。 

第39条 町長は、次の各号の一に該当

する者に対し、50,000円以下の過料

を科することができる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 正当な理由がなくて、第18条

第2項、第27条、第35条、第37条の

規定によるメーターの設置、給水

量の計量、給水装置の検査、給水の

停止を拒み、又は妨げた者 

(２) 正当な理由がなくて第10条の

給水装置の変更の工事施工、第16

条のメーターの設置、第25条の使

用水量の計量、第34条の検査及び

第35条、第36条の給水の停止を拒

み、又は妨げた者 

(３) 第23条第1項の給水装置の管

理義務を著しく怠つた者 

(３) 第21条の給水装置の管理義務

を著しく怠つた者 

(４) 第26条又は、第31条、第33条の

規定による料金若しくは使用料又

は、手数料の徴収を免れようとし

て、詐欺その他不正の行為をした

者 

（削る） 

(５) 私設消火せんを消防以外に使

用した者 

(４) 私設消火栓を消防以外に使用

した者 
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(料金を免れた者に対する過料) (料金を免れた者に対する過料) 

第40条 町長は、詐欺、その他、不正の

行為によつて、第26条、第31条、第3

3条の規定による料金若しくは使用

料又は手数料の徴収を免れた者に対

し、徴収を免れた金額の5倍に相当す

る金額(当該5倍に相当する金額が5

万円を超えないときは、5万円とす

る。)以下の過料を科すことができ

る。 

第40条 町長は、詐欺、その他、不正の

行為によつて第24条の料金、第30条

の使用料又は第32条の手数料の徴収

を免れた者に対し、徴収を免れた金

額の5倍に相当する金額(当該5倍に

相当する金額が5万円を超えないと

きは、5万円とする。)以下の過料を科

すことができる。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４３号 

 

 

    福島町犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例 

 

 福島町犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

福島町犯罪被害者等支援条例の一部を改正する条例 

 

 福島町犯罪被害者等支援条例(令和5年福島町条例第2号)の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

(目的) (目的) 

第１条 この条例は、福島町(以下「町」

という。)における犯罪被害者等の支

援に関し、基本理念を定め、町、町

民及び事業者の責務を明らかにする

とともに、犯罪被害者等の支援のた

めの施策の基本となる事項を定める

ことにより、犯罪被害者等が必要と

する施策を総合的に推進し、もつて

犯罪被害者等が受けた被害等の軽減

及び回復に資することを目的とす

る。 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基

本法(平成16年法律第161号)に基づ

き、福島町(以下「町」という。)に

おける犯罪被害者等の支援に関し、

基本理念を定め、町、町民及び事業

者の責務を明らかにするとともに、

犯罪被害者等の支援のための施策の

基本となる事項を定めることによ

り、犯罪被害者等が必要とする施策

を総合的に推進し、もつて犯罪被害

者等が受けた被害等の軽減及び回復

に資することを目的とする。 

 (見舞金の支給) 

第７条 町は、犯罪被害者等が受けた

被害による経済的負担の軽減を図る

ため、別に条例で定めるところによ

り、犯罪被害者等に対し見舞金の支

給を行うものとする。 

(日常生活の支援) (日常生活の支援) 

第７条 （略） 第８条 （略） 

(安全の確保) (安全の確保) 

第８条 （略） 第９条 （略） 

(就業の支援) (就業の支援) 

第９条 （略） 第10条 （略） 
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(支援を行わないことができる場合) (支援を行わないことができる場合) 

第10条 （略） 第11条 （略） 

(連携協力) (連携協力) 

第11条 （略） 第12条 （略） 

(委任) (委任) 

第12条 （略） 第13条 （略） 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の福島町犯罪被害者等支援条例第７条の規定は、こ

の条例の施行の日以後において行われた犯罪等による犯罪被害者等について

適用する。 
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議案第４４号 

 

 

    職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

    職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成6年福島町条例第17号)の一部を次

のように改正する。 

改正前 改正後 

(介護休暇) (介護休暇) 

第14条 介護休暇は、職員が要介護者

(配偶者(届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。

以下この項において同じ。)、父母、

子、配偶者の父母その他規則で定め

る者で負傷、疾病又は老齢により規

則で定める期間にわたり日常生活を

営むのに支障があるものをいう。以

下同じ。)の介護をするため、任命権

者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継

続する状態ごとに、3回を超えず、か

つ、通算して6月を超えない範囲内で

指定する期間(以下「指定期間」とい

う。)内において勤務しないことが相

当であると認められる場合における

休暇とする。 

第14条 介護休暇は、職員が要介護者

(配偶者(届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。

以下この項において同じ。)、父母、

子、配偶者の父母その他規則で定め

る者(第15条の2第1項において「配偶

者等」という。)で負傷、疾病又は老

齢により規則で定める期間にわたり

日常生活を営むのに支障があるもの

をいう。以下同じ。)の介護をするた

め、任命権者が、規則の定めるとこ

ろにより、職員の申出に基づき、要

介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、3回を超

えず、かつ、通算して6月を超えない

範囲内で指定する期間(以下「指定期

間」という。)内において勤務しない

ことが相当であると認められる場合

における休暇とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 (配偶者等が介護を必要とする状況

に至つた職員に対する意向確認等) 

第15条の２ 任命権者は、職員が配偶

者等が当該職員の介護を必要とする
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状況に至つたことを申し出たとき

は、当該職員に対して、仕事と介護

との両立に資する制度又は措置(以

下この条及び次条において「介護両

立支援制度等」という。)その他の事

項を知らせるとともに、介護両立支

援制度等の申告、請求又は申出(次条

において「請求等」という。)に係る

当該職員の意向を確認するための面

談その他の措置を講じなければなら

ない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該

職員が40歳に達した日の属する年度

(4月1日から翌年の3月31までをい

う。)において、前項に規定する事項

を知らせなければならない。 

 (勤務環境の整備に関する措置) 

第15条の３ 任命権者は、介護両立支

援制度等の請求等が円滑に行われる

ようにするため、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

(１) 職員に対する介護両立支援制

度等に係る研修の実施 

(２) 介護両立支援制度等に関する

相談体制の整備 

(３) その他介護両立支援制度等に

係る勤務環境の整備に関する措置 

 

  附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４５号 

 

 

    職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

    職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の育児休業等に関する条例(平成4年福島町条例第1号)の一部を次のよう

に改正する。 

改正前 改正後 

(部分休業の承認) (部分休業の承認) 

第18条 （略） 第18条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承

認については、1日につき、当該非常

勤職員について1日につき定められ

た勤務時間から5時間45分を減じた

時間を超えない範囲内で(当該非常

勤職員が育児時間又は育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律(平成3年法

律第76号)第61条第32項において読

み替えて準用する同条第29項の規定

による介護をするための時間(以下

「介護をするための時間」という。)

の承認を受けて勤務しない場合にあ

つては、当該時間を超えない範囲内

で、かつ、2時間から当該育児時間又

は当該介護をするための時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時

間を超えない範囲内で)行うものと

する。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承

認については、1日につき、当該非常

勤職員について1日につき定められ

た勤務時間から5時間45分を減じた

時間を超えない範囲内で(当該非常

勤職員が育児時間又は育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律(平成3年法

律第76号)第61条の2第20項の規定に

よる介護をするための時間(以下「介

護をするための時間」という。)の承

認を受けて勤務しない場合にあつて

は、当該時間を超えない範囲内で、

かつ、2時間から当該育児時間又は当

該介護をするための時間の承認を受

けて勤務しない時間を減じた時間を

超えない範囲内で)行うものとする。 

 

  附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

31



32



議案第４６号 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                       福島町長  鳴海 清春 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の給与に関する条例(昭和30年福島町条例第16号)の一部を次のように改

正する。 

改正前 改正後 

(扶養手当) (扶養手当) 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 前項の扶養親族とは次に掲げる者

で、他に生計の道がなく、主として

その職員の扶養を受けているものを

いう。 

２ 前項の扶養手当の支給について

は、次に掲げる者で他に生計の道が

なく主としてその職員の扶養を受け

ているものを扶養親族とする。 

(１) 配偶者(届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。) 

(１) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある子 

(２) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある弟妹 

(２) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある孫 

(３) （略） (３) （略） 

(４) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある子 

(４) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある弟妹 

(５) 満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある孫 

(５) 重度心身障害者 

(６) 重度心身障害者  

３ 扶養手当の月額は、前項第1号から

第3号及び第5項から第6号までのい

ずれかに該当する扶養親族について

は1人つき6,500円、同項第4号に該当

する扶養親族(以下「扶養親族たる

子」という。)については1人につき1

万円とする。 

３ 扶養手当の月額は、前項第1号に該

当する扶養親族(次項において「扶養

親族たる子」という。)については1

人につき13,000円、前項第2号から第

5号までのいずれかに該当する扶養

親族については1人につき6,500円と

する。 

４ 扶養親族たる子のうち満15歳に達

する日後の最初の4月1日から満22歳

４ 扶養親族たる子のうち満15歳に達

する日後の最初の4月1日から満22歳
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に達する日以後の最初の3月31日ま

での間(以下「特定期間」という。)

にある子がいる場合における扶養手

当の月額は、前項の規定にかかわら

ず、5,000円に特定期間にある当該扶

養親族たる子の数を乗じて得た額を

同項の規定による額に加算した額と

する。 

に達する日以後の最初の3月31日ま

での間にある子がいる場合における

扶養手当の月額は、前項の規定にか

かわらず、5,000円に当該期間にある

当該扶養親族たる子の数を乗じて得

た額を同項の規定による額に加算し

た額とする。 

 ５ 前各項に規定するもののほか、扶

養親族の数の変更に伴う支給額の改

定その他扶養手当の支給に関し必要

な事項は、規則で定める。 

第10条 新たに職員となつた者に扶養

親族がある場合又は職員にいずれか

に掲げる事実が生じた場合において

は、その職員は直ちにその旨を任命

権者に届け出なければならない。 

(１) 新たに扶養親族としての要件

を具備するに至つた者がある場合 

(２) 扶養親族としての要件を欠く

に至つた者がある場合(扶養親族

たる子又は前条第2項第2号若しく

は第5号に該当する扶養親族が、満

22歳に達した日以後の最初の3月3

1日の経過により、扶養親族たる要

件を欠くに至つた場合を除く。) 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員と

なつた者に扶養親族がある場合にお

いては、その者が職員となつた日、

職員に扶養親族で前項の規定による

届出に係るものがない場合において

その職員に同項第1号に掲げる事実

が生じたときはその事実が生じた日

の属する月の翌月(これらの日が月

の初日である時は、その日の属する

月)から開始し、扶養手当を受けてい

る職員が離職し、又は死亡した場合

においてはそれぞれその者が離職

し、又は死亡した日、扶養手当を受

けている職員の扶養親族で同項の規

定による届出に係るものの全てが扶

養親族たる要件を欠くに至つた場合

第10条 削除 
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においてはその事実が生じた日の属

する月(これらの日が月の初日であ

るときは、その日の属する月の前月)

をもつて終わる。ただし、扶養手当

の支給の開始については、同項の規

定による届出が、これに係る事実の

生じた日から15日を経過した後にな

されたときは、その届出を受理した

日の属する月の翌月(その日が月の

初日であるときは、その日の属する

月)から行うものとする。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれか

に掲げる事実が生じた場合において

は、その事実が生じた日の属する月

の翌月(その日が月の初日であると

きは、その日の属する月)からその支

給額を改定する。前項ただし書の規

定は、第1号に掲げる事実が生じた場

合における扶養手当の支給額の改定

に準用する。 

(１) 扶養手当を受けている職員に

更に第1項第1号に掲げる事実が生

じた場合 

(２) 扶養手当を受けている職員の

扶養親族で第1項の規定による届

出に係るものの一部が扶養親族た

る要件を欠くに至つた場合 

(３) 職員の扶養親族たる子で第1

項の規定による届出に係るものの

うち特定期間にある子でなかつた

者が特定期間にある子となつた場

合 

(通勤手当) (通勤手当) 

第10条の２ （略） 第10条の２ （略） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定

める額(定年前再任用短時間勤務職

員のうち、1箇月当たりの通勤回数を

考慮して規則で定める職員にあつて

は、その額から、その額に規則で定

める割合を乗じて得た額を減じた

額)とする。 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定

める額(定年前再任用短時間勤務職

員のうち、1箇月当たりの通勤回数を

考慮して規則で定める職員にあつて

は、その額から、その額に規則で定

める割合を乗じて得た額を減じた

額)とする。 
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(１) 前項第1号に掲げる職員 支

給単位期間につき、規則で定める

ところにより算出した当該職員の

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額(以下この号

において「運賃等相当額」とい

う。)。ただし、運賃等相当額を支

給単位期間の月数で除して得た額

(以下この号及び第3号において「1

箇月当たりの運賃等相当額」とい

う。)が55,000円を超えるときは、

支給単位期間につき、55,000円に

支給単位期間の月数を乗じて得た

額(当該職員が2以上の交通機関等

を利用するものとして当該運賃等

の額を算出する場合において、1

箇月当たりの運賃等相当額の合計

額が55,000円を超えるときは、当

該職員の通勤手当に係る支給単位

期間のうち最も長い支給単位期間

につき、55,000円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額) 

(１) 前項第1号に掲げる職員 支

給単位期間につき、規則で定める

ところにより算出した当該職員の

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額(以下この条

において「運賃等相当額」という。) 

(２) （略） (２) （略） 

(３) 前項第3号に掲げる職員 交

通機関等を利用せず、かつ、自動

車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距

離、交通機関等の利用距離、自動

車等の使用距離等の事情を考慮し

て規則で定める区分に応じ、前2

号に定める額(1箇月当たりの運賃

等相当額及び前号に定める額(定

年前再任用短時間勤務職員のう

ち、1箇月当たりの通勤回数を考慮

して規則で定める職員にあつて

は、その額から、その額に規則で

定める割合を乗じて得た額を減じ

た額)の合計額が55,000円を超え

るときは、当該職員の通勤手当に

係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間につき、55,000円に

当該支給単位期間の月数を乗じて

(３) 前項第3号に掲げる職員 交

通機関等を利用せず、かつ、自動

車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距

離、交通機関等の利用距離、自動

車等の使用距離等の事情を考慮し

て規則で定める区分に応じ、前2

号に定める額、第1号に定める額

(定年前再任用短時間勤務職員の

うち、1箇月当たりの通勤回数を考

慮して規則で定める職員にあつて

は、その額から、その額に規則で

定める割合を乗じて得た額を減じ

た額)又は前号に定める額(定年前

再任用短時間勤務職員のうち、1

箇月当たりの通勤回数を考慮して

規則で定める職員にあつては、そ

の額から、その額に規則で定める

割合を乗じて得た額を減じた額) 
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得た額)、第1号に定める額(定年前

再任用短時間勤務職員のうち、1

箇月当たりの通勤回数を考慮して

規則で定める職員にあつては、そ

の額から、その額に規則で定める

割合を乗じて得た額を減じた額)

又は前号に定める額(定年前再任

用短時間勤務職員のうち、1箇月当

たりの通勤回数を考慮して規則で

定める職員にあつては、その額か

ら、その額に規則で定める割合を

乗じて得た額を減じた額) 

 ３ 運賃等相当額をその支給単位期間

の月数で除して得た額(交通機関等

が2以上ある場合においては、その合

計額)、第2項第2号に定める額及び特

別料金等相当額をその支給単位期間

の月数で除して得た額の合計額が15

0,000円を超える職員の通勤手当の

額は、前2項の規定にかかわらず当該

職員の通勤手当に係る支給単位期間

につき、150,000円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得た額とする。 

３ （略） ４ （略） 

４ （略） ５ （略） 

５ （略） ６ （略） 

６ （略） ７ （略） 

(寒冷地手当) (寒冷地手当) 

第11条 毎年11月から翌年3月までの

各月の初日(以下この条において「基

準日」という。」)に在職する職員(常

時勤務に服する職員をいい、定年前

再任用短時間勤務職員に採用された

職員を除く。以下この条において「支

給対象職員」という。)に対して寒冷

地手当を支給する。 

第11条 毎年11月から翌年3月までの

各月の初日(以下この条において「基

準日」という。)に在職する職員(常

時勤務に服する職員及び地方公務員

法第22条の4第3項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員に限る。以下

この条において「支給対象職員」と

いう。)に対して寒冷地手当を支給す

る。 

２ （略） ２ （略） 

(管理職員特別勤務手当) (管理職員特別勤務手当) 

第15条の３ 職員のうち管理又は監督

の複雑、困難及び責任の度が高い職

第15条の３ 職員のうち管理又は監督

の複雑、困難及び責任の度が高い職
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員として規則で定める職員(次項に

おいて「管理監督職員」という。)

が臨時又は緊急の必要その他の公務

の運営の必要により週休日又は条例

による休日(次項において「週休日

等」という。)に勤務した場合は、当

該職員には、管理職員特別勤務手当

を支給する。 

員として規則で定める職員(次項に

おいて「管理監督職員」という。)

が臨時又は緊急の必要その他の公務

の運営の必要により週休日又は条例

による休日(次項において「週休日

等」という。)に勤務をした場合は、

当該職員には、管理職員特別勤務手

当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理

監督職員が災害への対処その他の臨

時又は緊急の必要により週休日等以

外の日の午前零時から午前5時まで

の間であつて正規の勤務時間以外の

時間に勤務した場合は、当該職員に

は、管理職員特別勤務手当を支給す

る。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理

監督職員が災害への対処その他の臨

時又は緊急の必要により午後10時か

ら翌日の午前5時までの間(週休日等

に含まれる時間を除く。)であつて正

規の勤務時間以外の時間に勤務をし

た場合は、当該職員には、管理職員

特別勤務手当を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額とする。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める額(前2項に規定す

る勤務に従事する時間等を考慮して

規則で定める勤務をした職員にあつ

てはその額に100分の150を乗じて得

た額)とする。 

(１) 第1項に規定する場合 同項

の勤務1回につき、8,000円を超え

ない範囲において規則で定める額

(同項の勤務に従事する時間等を

考慮して規則で定める勤務にあつ

ては、その額に100分の150を乗じ

て得た額) 

(１) 第1項に規定する場合 同項

の勤務1回につき、12,000円を超え

ない範囲において規則で定める額 

(２) 前項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、4,000円を超えな

い範囲内において規則で定める額 

(２) 前項に規定する場合 同項の

勤務1回につき、6,000円を超えな

い範囲内において規則で定める額 

４ （略） ４ （略） 

(定年前再任用短時間勤務職員につ

いて適用除外) 

(定年前再任用短時間勤務職員につ

いて適用除外) 

第21条 第9条、第10条の3、第11条の

規定は、定年前再任用短時間勤務職

員には適用しない。 

第21条 第9条の規定は、定年前再任用

短時間勤務職員には適用しない。 

附 則(令和5年3月8日条例第3号) 

（職員の給与に関する条例の一部 

附 則(令和5年3月8日条例第3号) 

（職員の給与に関する条例の一部 
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改正に伴う経過措置） 改正に伴う経過措置） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２   （略） ２   （略） 

３ 暫定再任用短時間勤務職員は、

定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、第7条の規定による改正後の職

員の給与に関する条例(以下「新給与

条例」という。)第10条第2項及び第1

3条第2項の規定を適用する。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員は、

定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、第7条の規定による改正後の職

員の給与に関する条例(以下「新給与

条例」という。)第13条第2項の規定

を適用する。 

４～５ （略） ４～５ （略） 

６ 職員の給与に関する条例第4条

第8項、第4条、第9条、第10条及び第

10条の3、第11条の規定は、暫定再任

用職員には適用しない。 

６ 職員の給与に関する条例第3条

第8項、第4条及び第9条の規定は、暫

定再任用職員には適用しない。 

７ （略） ７ （略） 

 

別表第１を次のように改める。 

 

別表第１ 

給料表 

職員

の区

分 

職務

の級 1級 2級 3級 4級 5級 6級 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

号俸 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

 

1 
円 

183,500 

円 

230,000 

円 

265,300 

円 

298,800 

円 

321,300 

円 

355,200 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 
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17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 

31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700 

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000 

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300 

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500 

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800 

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100 

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400 

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600 

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900 

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200 

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500 

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700 
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58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000 

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300 

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500 

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700 

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000 

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300 

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500 

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700 

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000 

67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300 

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500 

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700 

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000 

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300 

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500 

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700 

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500  

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800  

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000  

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200  

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500  

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800  

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000  

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200  

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500  

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800  

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000  

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200  

86 256,000 297,100 346,000    

87 256,300 297,400 346,400    

88 256,600 297,700 346,800    

89 256,900 298,000 347,000    

90 257,200 298,300 347,400    

91 257,500 298,600 347,800    

92 257,800 299,000 348,200    

93 258,100 299,200 348,400    

94  299,400 348,800    

95  299,700 349,200    

96  300,100 349,500    

97  300,300 349,800    

98  300,600 350,200    
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99  301,000 350,600    

100  301,400 351,000    

101  301,600 351,500    

102  301,900 351,900    

103  302,200 352,300    

104  302,500 352,700    

105  302,700 353,200    

106  303,000 353,600    

107  303,300 353,900    

108  303,600 354,200    

109  303,800 354,700    

110  304,200     

111  304,600     

112  304,900     

113  305,100     

114  305,300     

115  305,600     

116  306,000     

117  306,200     

118  306,400     

119  306,700     

120  307,000     

121  307,400     

122  307,600     

123  307,900     

124  308,200     

125  308,500     

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 

192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 

 

  附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （号俸の切替） 

第２条 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において職員の給

与に関する条例（以下「給与条例」という。）別表第１の給料表の適用を受け

ていた職員であつて同日においてその者が属していた職務の級が附則別表に
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掲げられている職務の級であつたものの切替日における号俸（次条及び同表

において「新号俸」という。）は、切替日の前日においてその者が属していた

職務の級及び同日においてその者が受けていた号俸（同表において「旧号俸」

という。）に応じて同表に定める号俸とする。 

 （切替日前の異動者の号俸の調整） 

第３条 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び町長の定めるこれ

に準じる職員の新号俸については、その者が切替日において当該異動又は当

該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度におい

て、町長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

 （令和 8年 3月 31日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

第４条 切替日から令和 8年 3月 31日までの間におけるこの条例による改正後

の職員の給与に関する条例（以下「改正後給与条例」という。）第 9条の規定

の適用については、同条第 2項中「⑸ 重度心身障害者」とあるのは「⑸ 重

度心身障碍者 ⑹ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）」と、同条第 3項中「13,000円」とあるのは「11,500円」と、

「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については 3,000

円とする」とする。 

 （規則への委任） 

第５条 附則第 2 条から前条までに定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、規則で定める。 

 

附則別表(附則第2条関係) 

  号俸の切替表 

行政職給料表の適用を受ける職員 

旧号俸 
新号俸 

３級 ４級 ５級 ６級 

  
   

  

１ １ １ １ １ 
２ １ １ １ １ 

３ １ １ １ １ 
４ １ １ １ １ 
５ １ １ １ １ 

６ ２ １ １ １ 
７ ３ １ １ １ 
８ ４ １ １ １ 
９ ５ １ １ １ 
10 ６ ２ ２ １ 
11 ７ ３ ３ １ 
12 ８ ４ ４ １ 
13 ９ ５ ５ １ 

14 10 ６ ６ ２ 
15 11 ７ ７ ３ 
16 12 ８ ８ ４ 
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17 13 ９ ９ ５ 
18 14 10 10 ６ 
19 15 11 11 ７ 
20 16 12 12 ８ 
21 17 13 13 ９ 
22 18 14 14 10 
23 19 15 15 11 
24 20 16 16 12 
25 21 17 17 13 

26 22 18 18 14 
27 23 19 19 15 
28 24 20 20 16 
29 25 21 21 17 
30 26 22 22 18 
31 27 23 23 19 
32 28 24 24 20 
33 29 25 25 21 
34 30 26 26 22 
35 31 27 27 23 
36 32 28 28 24 

37 33 29 29 25 
38 34 30 30 26 
39 35 31 31 27 
40 36 32 32 28 
41 37 33 33 29 
42 38 34 34 30 
43 39 35 35 31 
44 40 36 36 32 
45 41 37 37 33 
46 42 38 38 34 

47 43 39 39 35 
48 44 40 40 36 
49 45 41 41 37 
50 46 42 42 38 
51 47 43 43 39 
52 48 44 44 40 
53 49 45 45 41 
54 50 46 46 42 
55 51 47 47 43 
56 52 48 48 44 
57 53 49 49 45 

58 54 50 50 46 
59 55 51 51 47 
60 56 52 52 48 
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61 57 53 53 49 
62 58 54 54 50 
63 59 55 55 51 
64 60 56 56 52 
65 61 57 57 53 
66 62 58 58 54 
67 63 59 59 55 
68 64 60 60 56 
69 65 61 61 57 

70 66 62 62 58 
71 67 63 63 59 
72 68 64 64 60 
73 69 65 65 61 
74 70 66 66 62 
75 71 67 67 63 
76 72 68 68 64 
77 73 69 69 65 
78 74 70 70 66 
79 75 71 71 67 
80 76 72 72 68 

81 77 73 73 69 
82 78 74 74 70 
83 79 75 75 71 
84 80 76 76 72 
85 81 77 77 73 
86 82 78 78   
87 83 79 79   
88 84 80 80   
89 85 81 81   
90 86 82 82   

91 87 83 83   
92 88 84 84   
93 89 85 85   
94 90       
95 91       
96 92       
97 93       
98 94       
99 95       
100 96       
101 97       

102 98       
103 99       
104 100       
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105 101       
106 102       
107 103       
108 104       
109 105       
110 106       
111 107       
112 108       
113 109       

 

 

46



議案第４７号 

 

福島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

福島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

 福島町長 鳴海 清春 

 

福島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 福島町国民健康保険税条例(昭和35年福島町条例第12号)の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

(課税額) (課税額) 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第1号の基礎課税額は、世帯主

(前条第2項の世帯主を除く。)及びそ

の世帯に属する国民健康保険の被保

険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合

算額が65万円を超える場合において

は、基礎課税額は、65万円とする。 

２ 前項第1号の基礎課税額は、世帯主

(前条第2項の世帯主を除く。)及びそ

の世帯に属する国民健康保険の被保

険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合

算額が66万円を超える場合において

は、基礎課税額は、66万円とする。 

３ 第1項第2号の後期高齢者支援金等

課税額は、世帯主(前条第2項の世帯

主を除く。)及びその世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額並び

に被保険者均等割額及び世帯別平等

割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が24万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、

24万円とする。 

３ 第1項第2号の後期高齢者支援金等

課税額は、世帯主(前条第2項の世帯

主を除く。)及びその世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額並び

に被保険者均等割額及び世帯別平等

割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が26万円を超える場合におい

ては、後期高齢者支援金等課税額は、

26万円とする。 

４ （略） ４ （略） 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の所得割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の所得割額) 

第３条 前条第2項の所得割額は、賦課

期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法(昭和25年法律第226号。以

下「法」という。)第314条の2第1項

に規定する総所得金額及び山林所得

第３条 前条第2項の所得割額は、賦課

期日の属する年の前年の所得に係る

地方税法(昭和25年法律第226号。以

下「法」という。)第314条の2第1項

に規定する総所得金額及び山林所得
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金額の合計額から同条第2項の規定

による控除をした後の総所得金額及

び山林所得金額の合計額(以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。)に

100分の7.85を乗じて算定する。 

金額の合計額から同条第2項の規定

による控除をした後の総所得金額及

び山林所得金額の合計額(以下「基礎

控除後の総所得金額等」という。)に

100分の8.33を乗じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の被保険者均等割額) 

第５条 第2条第2項の被保険者均等割

額は、被保険者1人について25,300円

とする。 

第５条 第2条第2項の被保険者均等割

額は、被保険者1人について27,700円

とする。 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基

礎課税額の世帯別平等割額) 

第５条の２ 第2条第2項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

第５条の２ 第2条第2項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

(１) 特定世帯(特定同一世帯所属

者(国民健康保険法(昭和33年法律

第192号)第6条第8号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であ

つて、当該資格を喪失した日の前

日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。)と同一

の世帯に属する被保険者が属する

世帯であつて同日の属する月(以

下この号において「特定月」とい

う。)以後5年を経過する月までの

間にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。)をい

う。次号、第7条の2及び第23条第

1項において同じ。)及び特定継続

世帯(特定同一世帯所属者と同一

の世帯に属する被保険者が属する

世帯であつて特定月以後5年を経

過する月の翌月から特定月以後8

年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。)をいう。第3号、

第7条の2及び第23条第1項におい

て同じ。)以外の世帯 26,000円 

(１) 特定世帯(特定同一世帯所属

者(国民健康保険法(昭和33年法律

第192号)第6条第8号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であ

つて、当該資格を喪失した日の前

日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。)と同一

の世帯に属する被保険者が属する

世帯であつて同日の属する月(以

下この号において「特定月」とい

う。)以後5年を経過する月までの

間にあるもの(当該世帯に他の被

保険者がいない場合に限る。)をい

う。次号、第7条の2及び第23条第

1項において同じ。)及び特定継続

世帯(特定同一世帯所属者と同一

の世帯に属する被保険者が属する

世帯であつて特定月以後5年を経

過する月の翌月から特定月以後8

年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。)をいう。第3号、

第7条の2及び第23条第1項におい

て同じ。)以外の世帯 27,400円 

(２) 特定世帯 13,000円 (２) 特定世帯 13,700円 
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(３) 特定継続世帯 19,500円 (３) 特定継続世帯 20,550円 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の所得割

額) 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の所得割

額) 

第６条 第2条第3項の所得割額は、賦

課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に100

分の2.6を乗じて算定する。 

第６条 第2条第3項の所得割額は、賦

課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に100

分の2.53を乗じて算定する。 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の被保険者

均等割額) 

第７条 第2条第3項の被保険者均等割

額は、被保険者1人について8,400円

とする。 

第７条 第2条第3項の被保険者均等割

額は、被保険者1人について8,800円

とする。 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る後

期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額) 

第７条の２ 第2条第3項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

第７条の２ 第2条第3項の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額とする。 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 7,400円 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以

外の世帯 8,800円 

(２) 特定世帯 3,700円 (２) 特定世帯 4,400円 

(３) 特定継続世帯 5,550円 (３) 特定継続世帯 6,600円 

(介護納付金課税被保険者に係る所

得割額) 

(介護納付金課税被保険者に係る所

得割額) 

第８条 第2条第4項の所得割額は、介

護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.80

を乗じて算定する。 

第８条 第2条第4項の所得割額は、介

護納付金課税被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等に100分の1.96

を乗じて算定する。 

(介護納付金課税被保険者に係る被

保険者均等割額) 

(介護納付金課税被保険者 

に係る被保険者均等割額) 

第９条 第2条第4項の被保険者均等割

額は、介護納付金課税被保険者1人に

ついて8,000円とする。 

第９条 第2条第4項の被保険者均等割

額は、介護納付金課税被保険者1人に

ついて8,900円とする。 

(介護納付金課税保険者に係る世帯

別平等割額) 

(介護納付金課税保険者に係る世帯

別平等割額) 

第９条の２ 第2条第4項の世帯別平等

割額は、1世帯について5,300円とす

第９条の２ 第2条第4項の世帯別平等

割額は、1世帯について7,000円とす
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る。 る。 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号に掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第2条第2項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が65万円を超える場合に

は、65万円)、同条第3項本文の後期

高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が24万円を超える場

合には、24万円)並びに同条第4項本

文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が17万円を超える場

合には、17万円)の合算額とする。 

第23条 次の各号に掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第2条第2項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が66万円を超える場合に

は、66万円)、同条第3項本文の後期

高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が26万円を超える場

合には、26万円)並びに同条第4項本

文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額(当該

減額して得た額が17万円を超える場

合には、17万円)の合算額とする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 法第703条の5第1項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあつては、43万円に当

該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特

定同一世帯所属者1人につき29万

5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者(前号に

該当する者を除く。) 

(２) 法第703条の5第1項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円(納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあつては、43万円に当

該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特

定同一世帯所属者1人につき30万

5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者(前号に

該当する者を除く。) 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

(３) 法第703条の5第1項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の

合算額が43万円(納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあつては、43万円に当

該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を

(３) 法第703条の5第1項に規定す

る総所得金額及び山林所得金額の

合算額が43万円(納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険

の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が2以

上の場合にあつては、43万円に当

該給与所得者等の数から1を減じ

た数に10万円を乗じて得た金額を
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加算した金額)に被保険者及び特

定同一世帯所属者1人につき54万

5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く。) 

加算した金額)に被保険者及び特

定同一世帯所属者1人につき56万

円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者(前2号に該当す

る者を除く。) 

ア～カ （略） ア～カ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 

  附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の福島町国民健康保険税条例の規定は、令和７

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度以前の年度

分の国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第４８号 

 

    福島町奨学資金条例の一部を改正する条例 

 

福島町奨学資金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                        福島町長  鳴海 清春 

 

福島町奨学資金条例の一部を改正する条例 

 

 福島町奨学資金条例(平成26年福島町条例第19号)の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

(奨学生) (奨学生) 

第２条 奨学金の貸付けを受ける者

(以下「奨学生」という。)は、次の

条件を備えたものでなければなら

ない。 

第２条 奨学金の貸付けを受ける者

(以下「奨学生」という。)は、次の

条件を備えたものでなければなら

ない。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 2人の連帯保証人が得られる

こと。 

(３) 連帯保証人が得られること。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４９号 

 

    福島町小笠原実奨学金基金条例の一部を改正する条例 

 

福島町小笠原実奨学金基金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                        福島町長  鳴海 清春 

 

福島町小笠原実奨学金基金条例の一部を改正する条例 

 

 福島町小笠原実奨学金基金条例(平成13年福島町条例第2号)の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

(奨学生の願出) (奨学生の願出) 

第６条 奨学生になることを希望す

る者は、次の各号に掲げる書類を教

育委員会に提出しなければならな

い。 

第６条 奨学生になることを希望す

る者は、次の各号に掲げる書類を教

育委員会に提出しなければならな

い。 

(１) 保証人2名の連署による願書 (１) 連帯保証人の連署による願

書 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

(奨学生の義務) (奨学生の義務) 

第11条 奨学生は、次の各号の一に該

当したときは、直ちに教育委員会に

届け出をしなければならない。 

第11条 奨学生は、次の各号の一に該

当したときは、直ちに教育委員会に

届け出をしなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 本人及び保証人の住所、その

他学業継続上の重要事項に異動

が生じたとき。 

(２) 本人及び連帯保証人の住所、

その他学業継続上の重要事項に

異動が生じたとき。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５０号 

 

    福島町花田俊勝奨学金基金条例の一部を改正する条例 

 

 福島町花田俊勝奨学金基金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                       福島町長  鳴海 清春 

 

福島町花田俊勝奨学金基金条例の一部を改正する条例 

 

 福島町花田俊勝奨学金基金条例(平成17年福島町条例第15号)の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

(奨学生の願出) (奨学生の願出) 

第７条 奨学生になることを希望す

る者は、次の各号に掲げる書類を教

育委員会に提出しなければならな

い。 

第７条 奨学生になることを希望す

る者は、次の各号に掲げる書類を教

育委員会に提出しなければならな

い。 

(１) 保証人2名の連署による願書 (１) 連帯保証人の連署による願

書 

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略） 

(奨学生の義務) (奨学生の義務) 

第12条 奨学生は、次の各号の一に該

当したときは、直ちに教育委員会に

届け出をしなければならない。 

第12条 奨学生は、次の各号の一に該

当したときは、直ちに教育委員会に

届け出をしなければならない。 

(１) （略） (１) （略） 

 (２) 本人及び連帯保証人の住所、

その他学業継続上の重要事項に

異動が生じたとき。 

 (委任) 

第13条 この条例に定めるもののほ

か必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５１号 

 

 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

 条例の一部を改正する条例 

 

 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

                     福島町長  鳴海 清春    

 

 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

 条例の一部を改正する条例 

 

 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成27

年福島町条例第3号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(保育所等との連携) (保育所等との連携) 

第６条 （略） 第６条 （略） 

(１) 利用乳幼児に集団保育を体験

させるための機会の設定、保育の

適切な提供に必要な家庭的保育事

業者等に対する相談、助言その他

の保育の内容に関する支援を行う

こと。 

(１) 利用乳幼児に集団保育を体験

させるための機会の設定、保育の

適切な提供に必要な家庭的保育事

業者等に対する相談、助言その他

の保育の内容に関する支援(次項

において「保育内容支援」という。)

を実施すること。 

(２) （略） (２) （略） 

(３) 当該家庭的保育事業者等によ

り保育の提供を受けていた利用乳

幼児(事業所内保育事業の利用乳

幼児にあつては、第42条に規定す

るその他の乳児又は幼児に限る。

以下この号において同じ。)を、当

該保育の提供の終了に際して、当

該利用乳幼児に係る保護者の希望

に基づき、引き続き当該連携施設

において受け入れて教育又は保育

を提供すること。 

(３) 当該家庭的保育事業者等によ

り保育の提供を受けていた利用乳

幼児(事業所内保育事業の利用乳

幼児にあつては、第42条に規定す

るその他の乳児又は幼児に限る。

以下この号及び第6項第1号におい

て同じ。)を、当該保育の提供の終

了に際して、当該利用乳幼児に係

る保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れ

て教育又は保育を提供すること。 

 ２ 町長は、家庭的保育事業者等によ

る保育内容支援の実施に係る連携施
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設の確保が著しく困難であると認め

る場合であつて、次の各号に掲げる

要件の全てを満たすと認めるとき

は、前項第1号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

(１) 家庭的保育事業者等が保育内

容支援連携協力者を適切に確保す

ること。 

(２) 次のア及びイに掲げる要件を

満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内

容支援連携協力者との間でそれ

ぞれの役割の分担及び責任の所

在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本

来の業務の遂行に支障が生じな

いようにするための措置が講じ

られていること。 

 ３ 前項各号の保育内容支援連携協力

者とは、第27条に規定する小規模保

育事業Ａ型若しくは小規模保育事業

Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者

(第5項において「小規模保育事業Ａ

型事業者等」という。)であつて、第

1項第1号に掲げる事項に係る連携協

力を行うものをいう。 

２ 町長は、家庭的保育事業者等によ

る代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場

合であつて、次の各号に掲げる要件

の全てを満たすと認めるときは、前

項第2号の規定を適用しないことが

できる。 

４ 町長は、家庭的保育事業者等によ

る代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場

合であつて、次の各号に掲げる要件

のいずれかを満たすときは、第1項第

2号の規定を適用しないことができ

る。 

(１) 家庭的保育事業者等と次項に

規定する連携協力を行う者との間

でそれぞれの役割の分担及び責任

の所在が明確化されていること。 

(１) 家庭的保育事業者等が代替保

育連携協力者を適切に確保した場

合には、次のア及びイに掲げる要

件を満たすと町長が認めること。 

 ア 家庭的保育事業者等と代替保

育連携協力者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が

明確化されていること。 
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イ 代替保育連携協力者の本来の

業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられ

ていること。 

(２) 次項に規定する連携協力を行

う者の本来の業務の遂行に支障が

生じないようにするための措置が

講じられていること。 

(２) 町長が家庭的保育事業者等に

よる代替保育連携協力者の確保の

促進のために必要な措置を講じて

もなお当該代替保育連携協力者の

確保が著しく困難であること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育

事業者等は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める者を第1項第2号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切

に確保しなければならない。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者と

は、第1項第2号に掲げる事項に係る

協力連携を行う者であつて、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定めるものをいう。 

(１) 当該家庭的保育事業者等が家

庭的保育事業等を行う場所又は事

業所(次号において「事業実施場

所」という。)以外の場所又は事業

所において代替保育が提供される

場合 第27条に規定する小規模保

育事業A型若しくは小規模保育事

業B型又は事業所内保育事業を行

う者(次号において「小規模保育事

業A型事業者等」という。) 

(１) 家庭的保育事業者等が家庭的

保育事業等を行う場所又は事業所

(次号において「事業実施場所」と

いう。)以外の場所又は事業所にお

いて代替保育が提供される場合 

小規模保育事業A型事業者等 

(２) （略） (２) （略） 

(食事の提供の特例) (食事の提供の特例) 

第16条 （略） 第16条 （略） 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 当該家庭的保育事業所等又は

その他の施設、保健所、市町村(特

別区を含む。第21条第2項において

同じ。)等の栄養士により、献立等

について栄養の観点からの指導が

受けられる体制にある等、栄養士

による必要な配慮が行われるこ

と。 

(２) 当該家庭的保育事業所等又は

その他の施設、保健所、市町村(特

別区を含む。第21条第2項において

同じ。)等の栄養士又は管理栄養士

により、献立等について栄養の観

点からの指導が受けられる体制に

ある等、栄養士又は管理栄養士に

よる必要な配慮が行われること。 

(３)～(５) （略） (３)～(５) （略） 

２ （略） ２ （略） 

附 則 附 則 
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(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

第３条 家庭的保育事業者等は、連携

施設の確保が著しく困難であつて、

子ども・子育て支援法第59条第4号に

規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができる

と町が認める場合は、第6条第1項本

文の規定にかかわらず、施行日から

起算して5年を経過する日までの間、

連携施設の確保をしないことができ

る。 

第３条 家庭的保育事業者等(特例保

育所型事業所内保育事業者を除く。)

は、連携施設の確保が著しく困難で

あつて、子ども・子育て支援法第59

条第4号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると町が認める場合は、第6

条第1項の規定にかかわらず、令和1

2年3月31日までの間、連携施設の確

保をしないことができる。 

 

  附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５２号 

 

福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

                     福島町長  鳴海 清春    

 

福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例(平成27年福島町条例第13号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42

条第3項第1号において同じ。)及び小

規模保育事業B型(同令第31条に規定

する小規模保育事業B型をいう。第4

2条第3項第1号において同じ。)にあ

つては6人以上19人以下とし、小規模

保育事業C型(同令第33条に規定する

小規模保育事業C型をいう。附則第4

条において同じ。)にあつては6人以

上10人以下、居宅訪問型保育事業に

あつては1人とする。 

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42

条第3項において同じ。)及び小規模

保育事業B型(同令第31条に規定する

小規模保育事業B型をいう。第42条第

3項において同じ。)にあつては6人以

上19人以下とし、小規模保育事業C

型(同令第33条に規定する小規模保

育事業C型をいう。附則第4条におい

て同じ。)にあつては6人以上10人以

下、居宅訪問型保育事業にあつては1

人とする。 

２ （略） ２ （略） 

(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携) 

第42条 特定地域型保育事業者(居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以

下この項から第5項までにおいて同

第42条 特定地域型保育事業者(居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以

下この項から第7項までにおいて同
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じ。)は、特定地域型保育が適正かつ

確実に実施され、及び必要な教育・

保育が継続的に提供されるよう、次

に掲げる事項に係る連携協力を行う

認定こども園、幼稚園又は保育所(以

下「連携施設」という。)を適切に確

保しなければならない。ただし、離

島その他の地域であつて、連携施設

の確保が著しく困難であると町が認

めるものにおいて特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者につ

いては、この限りでない。 

じ。)は、特定地域型保育が適正かつ

確実に実施され、及び必要な教育・

保育が継続的に提供されるよう、次

に掲げる事項に係る連携協力を行う

認定こども園、幼稚園又は保育所(以

下「連携施設」という。)を適切に確

保しなければならない。ただし、離

島その他の地域であつて、連携施設

の確保が著しく困難であると町が認

めるものにおいて特定地域型保育事

業を行う特定地域型保育事業者につ

いては、この限りでない。 

(１) 特定地域型保育の提供を受け

ている満3歳未満保育認定子ども

に集団保育を体験させるための機

会の設定、特定地域型保育の適切

な提供に必要な特定地域型保育事

業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援を行うこ

と。 

(１) 特定地域型保育の提供を受け

ている満3歳未満保育認定子ども

に集団保育を体験させるための機

会の設定、特定地域型保育の適切

な提供に必要な特定地域型保育事

業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援(次項に

おいて「保育内容支援」という。)

を実施すること。 

(２) （略） (２) （略） 

(３) 当該特定地域型保育事業者に

より特定地域型保育の提供を受け

ていた満3歳未満保育認定子ども

(事業所内保育事業を利用する満3

歳未満保育認定子どもにあつて

は、第37条第2項に規定するその他

の小学校就学前子どもに限る。以

下この号及び第4項第1号において

同じ。)を、当該特定地域型保育の

提供の終了に際して、当該満3歳未

満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供す

ること。 

(３) 当該特定地域型保育事業者に

より特定地域型保育の提供を受け

ていた満3歳未満保育認定子ども

(事業所内保育事業を利用する満3

歳未満保育認定子どもにあつて

は、第37条第2項に規定するその他

の小学校就学前子どもに限る。以

下この号及び第6項第1号において

同じ。)を、当該特定地域型保育の

提供の終了に際して、当該満3歳未

満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供す

ること。 

 ２ 町長は、特定地域型保育事業者に

よる保育内容支援の実施に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認

める場合であつて、次の各号に掲げ

る要件の全てを満たすと認めるとき
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は、前項第1号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

(１) 特定地域型保育事業者が保育

内容支援連携協力者を適切に確保

すること。 

(２) 次のア及びイに掲げる要件を

満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育

内容支援連携協力者との間でそ

れぞれの役割の分担及び責任の

所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本

来の業務の遂行に支障が生じな

いようにするための措置が講じ

られていること。 

 ３ 前項各号の保育内容支援連携協力

者とは、小規模保育事業A型若しくは

小規模保育事業B型又は事業所内保

育事業を行う者(第5項において「小

規模保育事業A型事業者等」という。)

であつて、第1項第1号に掲げる事項

に係る連携協力を行うものをいう。 

２ 町長は、特定地域型保育事業者に

よる代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める

場合であつて、次に掲げる要件の全

てを満たすと認めるときは、前項第2

号の規定を適用しないこととするこ

とができる。 

４ 町長は、特定地域型保育事業者に

よる代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める

場合であつて、次の各号に掲げる要

件のいずれかを満たすときは、第1

項第2号の規定を適用しないことと

することができる。 

(１) 特定地域型保育事業者と前項

第2号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化

されていること。 

(１) 特定地域型保育事業者が代替

保育連携協力者を適切に確保した

場合には、次のア及びイに掲げる

要件を満たすと町長が認めるこ

と。 

 ア 特定地域型保育事業者と代替

保育連携協力者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在

が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の

業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられ

ていること。 
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(２) 前項第2号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者の本来の業務

の遂行に支障が生じないようにす

るための措置が講じられているこ

と。 

(２) 町長が特定地域型保育事業者

による代替保育連携協力者の確保

の促進のために必要な措置を講じ

てもなお当該代替保育連携協力者

の確保が著しく困難であること。 

３ 前項の場合において、特定地域型

保育事業者は、次に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る者を第1項第2号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者として適切に確

保しなければならない。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者と

は、第1項第2号に掲げる事項に係る

連携協力を行う者であつて、次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定めるものをいう。 

(１) 当該特定地域型保育事業者が

特定地域型保育事業を行う場所又

は事業所(次号において「事業実施

場所」という。)以外の場所又は事

業所において代替保育が提供され

る場合 小規模保育事業A型若し

くは小規模保育事業B型又は事業

所内保育事業を行う者(次号にお

いて「小規模保育事業A型事業者

等」という。) 

(１) 特定地域型保育事業者が特定

地域型保育事業を行う場所又は事

業所(次号において「事業実施場

所」という。)以外の場所又は事業

所において代替保育が提供される

場合 小規模保育事業A型事業者

等 

(２) （略） (２) （略） 

４ （略） ６ （略） 

５ （略） ７ （略） 

６ （略） ８ （略） 

７ （略） ９ （略） 

８ （略） 10 （略） 

９ （略） 11 （略） 

附 則 附 則 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

第５条 特定地域型保育事業者(特例

保育所型事業所内保育事業者を除

く。)は、連携施設の確保が著しく困

難であつて、法第59条第4号に規定す

る事業による支援その他の必要な適

切な支援を行うことができると町が

認める場合は、第42条第1項本文の規

定にかかわらず、この条例の施行の

日から起算して10年を経過する日ま

での間、連携施設を確保しないこと

ができる。 

第５条 特定地域型保育事業者(特例

保育所型事業所内保育事業者を除

く。)は、連携施設の確保が著しく困

難であつて、法第59条第4号に規定す

る事業による支援その他の必要な適

切な支援を行うことができると町が

認める場合は、第42条第1項の規定に

かかわらず、この条例の施行の日か

ら起算して15年を経過する日までの

間、連携施設を確保しないことがで

きる。 
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  附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５３号 

 

 福島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防 

 支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定 

 める条例の一部を改正する条例 

 

福島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

  

 福島町長  鳴海 清春 

 

 福島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防 

 支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定 

 める条例の一部を改正する条例 

 

福島町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例(平成

27年福島町条例第4号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(指定介護予防支援の業務の委託) (指定介護予防支援の業務の委託) 

第15条 （略） 第15条 （略） 

(１) 委託に当たつては、中立性及

び公正性の確保を図るため地域包

括支援センター運営協議会(介護

保険法施行規則第140条の66第1号

ロ(2)に規定する地域包括支援セ

ンター運営協議会をいう。)の議を

経なければならないこと。 

(１) 委託に当たつては、中立性及

び公正性の確保を図るため地域包

括支援センター運営協議会(介護

保険法施行規則第140条の66第1号

イに規定する地域包括支援センタ

ー運営協議会をいう。)の議を経な

ければならないこと。 

(２)～(４) （略） (２)～(４) （略） 

 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５４号 

 

 福島町地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を 

 定める条例の一部を改正する条例 

 

福島町地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

 福島町長  鳴海 清春 

 

 福島町地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を 

 定める条例の一部を改正する条例 

 

福島町地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例(平成27年福島町条例第5号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平

成9年法律第123号。以下「法」とい

う。）第115条の46第4項の規定に基

づき、地域包括支援センターが包括

的支援事業を実施するために必要な

基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、介護保険法（平

成9年法律第123号。以下「法」とい

う。）第115条の46第5項の規定に基

づき、地域包括支援センターが包括

的支援事業を実施するために必要な

基準を定めるものとする。 

(地域包括支援センターの職員に係

る基準及び当該職員の員数) 

(地域包括支援センターの職員に係

る基準及び当該職員の員数) 

第４条 一の地域包括支援センターが

担当する区域における第1号被保険

者の数がおおむね3,000人以上6,000

人未満ごとに置くべき専らその職務

に従事する常勤の職員及びその員数

は、原則として次のとおりとする。 

第４条 一の地域包括支援センターが

担当する区域における第1号被保険

者の数がおおむね3,000人以上6,000

人未満ごとに置くべき専らその職務

に従事する常勤の職員及びその員数

(地域包括支援センター運営協議会

(介護保険法施行規則（平成11年厚生

省令第36号。第3号において「省令」

という。）第140条の66第1号イに規

定する地域包括支援センター運営協

議会をいう。以下同じ。）が第1号被

保険者の数及び地域包括支援センタ

ーの運営の状況を勘案して必要であ

ると認めるときは、常勤換算方法(当

該地域包括支援センターの職員の勤
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務延時間数を当該地域包括支援セン

ターにおいて常勤の職員が勤務すべ

き時間数で除することにより、当該

地域包括支援センターの職員の員数

を常勤の職員の員数に換算する方法

をいう。）によることができる。次

項において同じ。）は、原則として

次のとおりとする。 

(１)・(２） （略） (１)・(２) （略） 

(３) 主任介護支援専門員(介護保

険法施行規則(平成11年厚生省令

第36号。次項第2号において「省令」

という。)第140条の68第1項に規定

する主任介護支援専門員研修を修

了した者をいう。)その他これに準

ずる者 1人 

(３) 主任介護支援専門員(省令第1

40条の66第1号イ(3)に規定する主

任介護支援専門員をいう。)その他

これに準ずる者 1人 

 ２ 前項の規定にかかわらず、地域包

括支援センター運営協議会が地域包

括支援センターの効果的な運営に資

すると認めるときは、複数の地域包

括支援センターが担当する区域を一

の区域として、当該区域内の第1号被

保険者の数について、おおむね3,00

0人以上6,000人未満ごとに同項各号

に掲げる常勤の職員の基準を満たす

ものとする。この場合において、当

該区域内の一の地域包括支援センタ

ーに置くべき常勤の職員及びその員

数は、同項各号に掲げる者のうちか

ら2人とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに掲げる場合には、地

域包括支援センターに置くべき職員

及びその員数は、次の表の左欄に掲

げる担当する区域における第1号被

保険者の数に応じ、それぞれ同表の

右欄に定めるところによることがで

きる。 

３ 第1項の規定にかかわらず、次の各

号のいずれかに掲げる場合には、地

域包括支援センターに置くべき職員

及びその員数は、次の表の左欄に掲

げる担当する区域における第1号被

保険者の数に応じ、それぞれ同表の

右欄に定めるところによることがで

きる。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 前項の基準によつては地域包

括支援センターの効率的な運営に

支障があると福島町地域包括支援

(２) 第1項の基準によつては地域

包括支援センターの効率的な運営

に支障があると福島町地域包括支
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センター運営協議会(省令第140条

の66第1号ロ(2)に規定する地域包

括支援センター運営協議会をい

う。次号及び次条において同じ。)

において認められた場合 

援センター運営協議会において認

められた場合 

(３) （略） (３) （略） 

（略） （略） 

おおむね1,000

人未満 

前項各号に掲げる者の

うちから1人又は2人 

おおむね1,000

人以上2,000人

未満 

前項各号に掲げる者の

うちから2人(うち1人

は、専らその職務に従

事する常勤の職員とす

る。) 

おおむね2,000

人以上3,000人

未満 

専らその職務に従事す

る常勤の前項第1号に

掲げる者1人及び専ら

その職務に従事する常

勤の同項第2号又は第3

号に掲げる者のいずれ

か1人 
 

（略） （略） 

おおむね1,000

人未満 

第1項各号に掲げる者

のうちから1人又は2人 

おおむね1,000

人以上2,000人

未満 

第1項各号に掲げる者

のうちから2人(うち1

人は、専らその職務に

従事する常勤の職員と

する。) 

おおむね2,000

人以上3,000人

未満 

専らその職務に従事す

る常勤の第1項第1号に

掲げる者1人及び専ら

その職務に従事する常

勤の同項第2号又は第3

号に掲げる者のいずれ

か1人 
 

 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５５号 

 

 

    福島町製氷貯氷施設条例の一部を改正する条例 

 

 福島町製氷貯氷施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

  福島町長  鳴海 清春 

 

福島町製氷貯氷施設条例の一部を改正する条例 

 

福島町製氷貯氷施設条例(平成29年福島町条例第4号)の一部を次のように改

正する。 

改正前 改正後 

別表(第7条関係) 別表(第7条関係) 

福島町製氷貯氷施設利用料 福島町製氷貯氷施設利用料 

項目 利用料等 

製 氷

料 

1トン当た

り 

10,000円以内 

(消費税及び地方消

費税を含まない。) 
 

項目 利用料等 

製 氷

料 

1トン当た

り 

15,000円以内 

(消費税及び地方消

費税を含まない。) 
 

 

  附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５６号 

 

    福島町水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術 

    管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

福島町水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の

資格基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

    福島町水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術 

    管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

福島町水道布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の

資格基準に関する条例(平成25年福島町条例第8号)の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

(布設工事監督者の資格) (布設工事監督者の資格) 

第３条 法第12条第2項に規定する条

例で定める資格は、次のとおりとす

る。 

第３条 法第12条第2項に規定する条

例で定める布設工事監督者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

(１) 学校教育法(昭和22年法律第2

6号)による大学(短期大学を除く。

以下同じ。)の土木工学科若しくは

これに相当する課程において衛生

工学若しくは水道工学に関する学

科目を修めて卒業した後、2年以上

水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者 

(１) 学校教育法(昭和22年法律第2

6号)による大学(短期大学を除く。

以下同じ。)又は旧大学令(大正7年

勅令第388号)による大学において

土木工学科又はこれに相当する課

程を修めて卒業した後、1年6月以

上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

(２) 学校教育法による大学の土木

工学科又はこれに相当する課程に

おいて衛生工学及び水道工学に関

する学科目以外の学科目を修めて

卒業した後、3年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有

する者 

(２) 学校教育法による大学又は旧

大学令による大学において機械工

学科若しくは電気工学科又はこれ

に相当する課程を修めて卒業した

後、2年以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者 

(３) 学校教育法による短期大学

(同法による専門職大学の前期課

程を含む。)若しくは高等専門学校

(３) 学校教育法による短期大学

(同法による専門職大学の前期課

程(以下「専門職大学前期課程」と
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において土木科又はこれに相当す

る課程を修めて卒業した後(同法

による専門職大学の前期課程にあ

つては、修了した後)、5年以上水

道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者 

いう。)を含む。)若しくは高等専

門学校又は旧専門学校令(明治36

年勅令第61号)による専門学校(次

号において「短期大学等」という。)

において土木科又はこれに相当す

る課程を修めて卒業した後(専門

職大学前期課程にあつては、修了

した後。次号において同じ。)、2

年6月以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者 

 (４) 短期大学等において機械科若

しくは電気科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した後、3年以

上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

(４) 学校教育法による高等学校若

しくは中等教育学校において土木

科又はこれに相当する課程を修め

て卒業した後、7年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を

有する者 

(５) 学校教育法による高等学校若

しくは中等教育学校又は旧中等学

校令(昭和18年勅令第36号)による

中等学校(次号において「高等学校

等」という。)において土木科又は

これに相当する課程を修めて卒業

した後、3年6月以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有

する者 

 (６) 高等学校等において機械科若

しくは電気科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した後、4年以

上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

(５) 10年以上水道の工事に関する

技術上の実務に従事した経験を有

する者 

(７) 5年以上水道の工事に関する

技術上の実務に従事した経験を有

する者 

(６) 第1号又は第2号の卒業者であ

つて、学校教育法に基づく大学院

研究科において1年以上衛生工学

若しくは水道工学に関する課程を

専攻した後、又は大学の専攻科に

おいて衛生工学若しくは水道工学

に関する専攻を修了した後、第1号

の卒業者にあつては1年以上、第2

号の卒業者にあつては2年以上水

道に関する技術上の実務に従事し

(８) 第1号又は第2号の卒業者であ

つて、学校教育法による大学院研

究科において1年以上衛生工学若

しくは水道工学に関する課程を専

攻した後、又は大学の専攻科にお

いて衛生工学若しくは水道工学に

関する専攻を修了した後、第1号の

卒業者にあつては1年以上、第2号

の卒業者にあつては1年6月以上水

道に関する技術上の実務に従事し
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た経験を有する者 た経験を有する者 

(７) 外国の学校において、第1号若

しくは第2号に規定する課程及び

学科目又は第3号若しくは第4号に

規定する課程に相当する課程又は

学科目を、それぞれ当該各号に規

定する学校において修得する程度

と同等以上に修得した後、それぞ

れ当該各号に規定する最低経験年

数以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

(９) 外国の学校において、第1号か

ら第6号までにに規定する課程に

相当する課程又は学科目を、それ

ぞれ当該各号に規定する学校にお

いて修得する程度と同等以上に修

得した後、それぞれ当該各号に規

定する水道等の最低経験年数の2

分の1以上水道に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者 

(８) （略） (10) （略） 

 (11) 建設業法施行令(昭和31年政

令第273号)第34条第1項及び第2項

の規定による土木施工管理に係る

一級の技術検定に合格した者であ

つて、1年6月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有す

る者 

(水道技術管理者の資格) (水道技術管理者の資格) 

第４条 法第19条第3項に規定する条

例で定める資格は、次のとおりとす

る。 

第４条 法第19条第3項に規定する条

例で定める水道技術管理者が有すべ

き資格は、次のとおりとする。 

(１) 前条の規定により布設工事監

督者たる資格を有する者 

(１) 前条第1項第1号、第3号又は第

5号に規定する学校において土木

工学科若しくは土木科又はこれら

に相当する課程を修めて卒業した

後(専門職大学前期課程にあつて

は、修了した後)、同項第1号に規

定する学校を卒業した者について

は1年6月以上、同項第3号に規定す

る学校を卒業した者(専門職大学

前期課程にあつては、修了した者)

については2年6月以上、同項第5号

に規定する学校を卒業した者につ

いては3年6月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有す

る者 

(２) 前条第1項第1号、第3号及び第

4号に規定する学校において土木

工学以外の工学、理学、農学、医

学若しくは薬学に関する学科目又

(２) 前条第1項第1号、第3号又は第

5号に規定する学校において、工

学、理学、農学、医学若しくは薬

学の課程又はこれらに相当する課
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はこれらに相当する学科目を修め

て卒業した後(学校教育法による

専門職大学の前期課程にあつて

は、修了した後)、同項第1号に規

定する学校を卒業した者について

は4年以上、同項第3号に規定する

学校を卒業した者(同法による専

門職大学の前期課程にあつては、

修了した者)については6年以上、

同項第4号に規定する学校を卒業

した者については8年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

程(土木工学科及び土木科並びに

これらに相当する課程を除く。)を

修めて卒業した後(専門職大学前

期課程にあつては、修了した後)、

同項第1号に規定する学校を卒業

した者については2年以上、同項第

3号に規定する学校を卒業した者

(専門職大学前期課程にあつては、

修了した者)については3年以上、

同項第5号に規定する学校を卒業

した者については4年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

(３) 10年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者 

(３) 5年以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者 

(４) 前条第1号、第3号及び第4号に

規定する学校において、工学、理

学、農学、医学及び薬学に関する

学科目並びにこれらに相当する学

科目以外の学科目を修めて卒業し

た(当該学科目を修めて学校教育

法に基づく専門職大学の前期課程

(以下この号において「専門職大学

前期課程」という。)を修了した場

合を含む。)後、同条第1号に規定

する学校の卒業者については5年

以上、同条第3号に規定する学校の

卒業者(専門職大学前期課程の修

了者を含む。次号において同じ。)

については7年以上、同条第4号に

規定する学校の卒業者については

9年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(４) 前条第1項第1号、第3号又は第

5号に規定する学校において、工

学、理学、農学、医学及び薬学に

関する課程並びにこれらに相当す

る課程以外の課程を修めて卒業し

た後(当該課程を修めて専門職大

学前期課程を修了した場合を含

む。)、同条第1号に規定する学校

を卒業した者については2年6月以

上、同項第3号に規定する学校を卒

業した者(専門職大学前期課程に

あつては、修了した者)については

3年6月以上、同項第5号に規定する

学校を卒業した者については4年6

月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

(５) 外国の学校において、第2号に

規定する学科目又は前号に規定す

る学科目に相当する学科目を、そ

れぞれ当該各号に規定する学校に

おいて修得する程度と同等以上に

修得した後、それぞれ当該各号の

卒業者ごとに規定する最低経験年

数以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者 

(５) 外国の学校において、第1号若

しくは第2号に規定する課程又は

前号に規定する課程に相当する課

程を、それぞれ当該各号に規定す

る学校において修得する程度と同

等以上に修得した後、それぞれ当

該各号の学校を卒業した者(専門

職大学前期課程にあつては、修了

した者)ごとに規定する最低経験
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年数の2分の1以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有す

る者 

(６) 国土交通大臣の登録を受けた

者が行う水道に関する講習の課程

を修了した者 

(６) 国土交通大臣及び環境大臣の

登録を受けた者が行う水道の管理

に関する講習の課程を修了した者 

 (７) 技術士法第4条第1項の規定に

よる第二次試験のうち上下水道部

門に合格した者(選択科目として

上下水道及び工業用水道を選択し

たものに限る。)であつて、6月以

上水道に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

 (８) 建設業法施行令第34条第1項

及び第2項の規定による土木施工

管理に係る一級の技術検定に合格

した者であつて、1年6月以上水道

に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５７号 

 

福島町チャレンジスピリット応援条例を廃止する条例 

 

福島町チャレンジスピリット応援条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

福島町チャレンジスピリット応援条例を廃止する条例 

 

 福島町チャレンジスピリット応援条例（令和 2年福島町条例第 5号）は、廃止する。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和7年3月31日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行前に指定を受け、助成対象となつている起業者等に対する第

4条に規定する助成措置については、なお、従前の例による。 

２ この条例による廃止前の第7条、第8条第1項第2号、第9条及び第10条の規定につ

いては、なお従前の例による。 
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議案第５８号 

 

第６次福島町総合計画の変更について 

 

第６次福島町総合計画を変更したいので、福島町議会基本条例第１１条の規

定に基づき議会の議決を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

 

１ 第６次福島町総合計画（令和６年度３月改訂版） 

前期実施計画（Ｒ６～Ｒ９）・展望計画 
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移
住

・
定

住
の

支
援

3
4
9
9
,
8
0
0

7
0
,
6
0
0

1
2
1
,
9
0
0

1
8
8
,
5
0
0

1
1
8
,
8
0
0

3
2
5
5
,
8
0
0

移
住

・
定

住
の

支
援

3
5
1
7
,
9
0
0

7
0
,
6
0
0

1
4
0
,
0
0
0

1
8
8
,
5
0
0

1
1
8
,
8
0
0

3
2
5
5
,
8
0
0

情
報

発
信

の
充

実
0

0
0

0
0

0
0

0
情

報
発

信
の

充
実

0
0

0
0

0
0

0
0

行
財

政
運

営
の

推
進

6
1
9
9
,
2
0
0

4
5
,
7
0
0

5
0
,
0
0
0

2
7
,
4
0
0

7
6
,
1
0
0

2
1
9
,
4
0
0

行
財

政
運

営
の

推
進

5
2
7
3
,
0
0
0

4
5
,
7
0
0

9
3
,
5
0
0

5
5
,
3
0
0

7
8
,
5
0
0

2
1
9
,
4
0
0

広
域

行
政

の
推

進
0

0
0

0
0

0
0

0
広

域
行

政
の

推
進

0
0

0
0

0
0

0
0

小
　

　
計

1
0

8
0
7
,
9
0
0

2
0
8
,
8
0
0

1
7
1
,
9
0
0

2
2
5
,
9
0
0

2
0
1
,
3
0
0

5
2
7
5
,
2
0
0

小
　

　
計

9
8
9
9
,
8
0
0

2
0
8
,
8
0
0

2
3
3
,
5
0
0

2
5
3
,
8
0
0

2
0
3
,
7
0
0

5
2
7
5
,
2
0
0

1
0
9

4
,
8
3
6
,
5
0
0

1
,
5
5
5
,
9
0
0

1
,
0
3
0
,
0
0
0

9
4
8
,
6
0
0

1
,
3
0
2
,
0
0
0

4
7

3
,
6
3
4
,
0
0
0

1
1
3

5
,
2
6
9
,
7
0
0

1
,
5
4
6
,
4
0
0

1
,
3
1
0
,
5
0
0

1
,
1
5
0
,
8
0
0

1
,
2
6
2
,
0
0
0

4
9

3
,
8
9
4
,
2
0
0

総
　

合
　

計

変
　

更
　

後

基
本

方
向

項
　

目
件

数
総

事
業

費

総
　

　
括

　
　

表

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り 福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り

一
人

ひ
と

り
が

協
働

し
、

持
続

可
能

な
ま

ち
づ

く
り

次
世

代
を

育
成

し
、

つ
な

が
り

、
学

び
合

う
ま

ち
づ

く
り

（
単

位
：

千
円

）

年
度

別
内

訳
展

望
計

画

福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り

一
人

ひ
と

り
が

協
働

し
、

持
続

可
能

な
ま

ち
づ

く
り

総
　

合
　

計

次
世

代
を

育
成

し
、

つ
な

が
り

、
学

び
合

う
ま

ち
づ

く
り

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り

変
　

更
　

前

総
　

　
括

　
　

表

基
本

方
向

項
　

目
件

数
総

事
業

費

（
単

位
：

千
円

）

年
度

別
内

訳
展

望
計

画
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別
紙 2
頁

2
頁

R
6

R
7

R
8

R
9

件
数

R
1
0
～
R
1
3

R
6

R
7

R
8

R
9

件
数

R
1
0
～
R
1
3

国
庫
支
出
金

1
8
6
,
8
0
0

5
2
,
4
0
0

2
0
,
7
0
0

5
3
,
4
0
0

6
0
,
3
0
0

3
1
7
,
8
0
0

国
庫
支
出

金
3
4
1
,
5
0
0

5
2
,
4
0
0

1
2
9
,
4
0
0

7
9
,
4
0
0

8
0
,
3
0
0

3
9
8
,
8
0
0

道
支
出
金

1
4
3
,
4
0
0

4
8
,
1
0
0

3
1
,
6
0
0

3
6
,
6
0
0

2
7
,
1
0
0

1
2
0
,
4
0
0

道
支
出
金

1
4
8
,
8
0
0

4
8
,
1
0
0

3
7
,
0
0
0

3
6
,
6
0
0

2
7
,
1
0
0

1
2
0
,
4
0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

1
,
7
3
6
,
5
0
0

6
6
2
,
0
0
0

2
2
1
,
2
0
0

3
3
1
,
8
0
0

5
2
1
,
5
0
0

1
,
1
2
0
,
9
0
0

地
方
債

1
,
9
1
1
,
5
0
0

6
6
5
,
9
0
0

4
8
8
,
1
0
0

3
0
1
,
2
0
0

4
5
6
,
3
0
0

1
,
3
4
8
,
9
0
0

そ
の
他

7
5
7
,
7
0
0

2
0
6
,
1
0
0

2
1
2
,
6
0
0

1
5
1
,
8
0
0

1
8
7
,
2
0
0

2
4
6
,
4
0
0

そ
の
他

8
5
1
,
8
0
0

2
0
6
,
1
0
0

2
1
0
,
6
0
0

2
7
7
,
6
0
0

1
5
7
,
5
0
0

2
4
6
,
4
0
0

一
般
財
源

1
,
7
7
6
,
5
0
0

4
9
9
,
1
0
0

4
4
0
,
3
0
0

3
5
3
,
1
0
0

4
8
4
,
0
0
0

1
,
8
1
1
,
7
0
0

一
般
財

源
1
,
7
6
4
,
9
0
0

4
8
5
,
7
0
0

3
2
6
,
2
0
0

4
3
4
,
1
0
0

5
1
8
,
9
0
0

1
,
7
6
2
,
9
0
0

事
業
費

4
,
6
0
0
,
9
0
0

1
,
4
6
7
,
7
0
0

9
2
6
,
4
0
0

9
2
6
,
7
0
0

1
,
2
8
0
,
1
0
0

3
,
6
1
7
,
2
0
0

事
業
費

5
,
0
1
8
,
5
0
0

1
,
4
5
8
,
2
0
0

1
,
1
9
1
,
3
0
0

1
,
1
2
8
,
9
0
0

1
,
2
4
0
,
1
0
0

3
,
8
7
7
,
4
0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

国
庫
支
出

金
0

0
0

0
0

0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担

金
0

0
0

0
0

0

地
方
債

4
0
,
2
0
0

2
3
,
5
0
0

1
6
,
7
0
0

0
0

0
地
方
債

5
5
,
8
0
0

2
3
,
5
0
0

3
2
,
3
0
0

0
0

0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

0
0

0
0

0
0

一
般
財

源
0

0
0

0
0

0

事
業
費

4
0
,
2
0
0

2
3
,
5
0
0

1
6
,
7
0
0

0
0

0
事
業
費

5
5
,
8
0
0

2
3
,
5
0
0

3
2
,
3
0
0

0
0

0

国
庫
支
出
金

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

0
0

0
0

国
庫
支
出
金

1
,
5
0
0

1
,
5
0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担

金
0

0
0

0
0

0

地
方
債

7
1
,
0
0
0

1
6
,
1
0
0

4
7
,
3
0
0

3
,
8
0
0

3
,
8
0
0

2
,
4
0
0

地
方
債

7
1
,
0
0
0

1
6
,
1
0
0

4
7
,
3
0
0

3
,
8
0
0

3
,
8
0
0

2
,
4
0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

2
9
,
7
0
0

8
,
2
0
0

2
1
,
5
0
0

0
0

0
一
般
財

源
2
9
,
7
0
0

8
,
2
0
0

2
1
,
5
0
0

0
0

0

事
業
費

1
0
2
,
2
0
0

2
5
,
8
0
0

6
8
,
8
0
0

3
,
8
0
0

3
,
8
0
0

2
,
4
0
0

事
業
費

1
0
2
,
2
0
0

2
5
,
8
0
0

6
8
,
8
0
0

3
,
8
0
0

3
,
8
0
0

2
,
4
0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

国
庫
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出
金

0
0

0
0

0
0

道
支
出

金
0

0
0

0
0

0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

町
負
担
金

0
0

0
0

0
0

地
方
債

5
8
,
0
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

0
地
方
債

5
8
,
0
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

0

そ
の
他

2
0
,
8
0
0

2
0
,
8
0
0

0
0

0
0

そ
の
他

2
0
,
8
0
0

2
0
,
8
0
0

0
0

0
0

一
般
財
源

1
4
,
4
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

一
般
財
源

1
4
,
4
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

事
業
費

9
3
,
2
0
0

3
8
,
9
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
4
,
4
0
0

事
業
費

9
3
,
2
0
0

3
8
,
9
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
4
,
4
0
0

1
59
8 8

年
　
度
　
別
　
内
　
訳

4
5 1

4
7 1

2
0

そ
の
他

9
4 8 5

一
部
事
務
組
合

そ
の
他

町
町

1

一
部
事
務
組
合

道
2

0
道

変
　
更
　
前

変
　
更
　
後

総
括
表
（
事
業
主
体
別
内
訳
）

総
括
表
（
事
業
主
体
別
内
訳
）

件
数

総
事
業
費

総
事
業
費

（
単
位
：
千
円
）

（
単
位
：
千
円
）

展
望
計
画

年
　
度
　
別
　
内
　
訳

展
望
計
画

事
 
業
 
主
 
体
 
別
 
内
 
訳

件
数

事
 
業
 
主
 
体
 
別
 
内
 
訳
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別
紙 3
頁

3
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

水
産

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

水
産

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

1
6
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

1
6
,
0
0
0

2
5
,
6
0
0

6
,
5
0
0

6
,
5
0
0

9
,
7
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

（
略
）

（
略
）

6
1
3
,
8
0
0

1
6
1
,
7
0
0

1
3
4
,
5
0
0

1
1
9
,
8
0
0

1
9
7
,
8
0
0

福
島
漁
港
整
備
事
業

町
1
6
,
2
0
0

海
水

取
水

管
移

設
工

事
海

水
取

水
管

移
設

工
事

（
原

状
復

帰
）

項
目
合
計

9
6
3
9
,
1
0
0

1
6
1
,
7
0
0

1
5
9
,
8
0
0

1
1
9
,
8
0
0

1
9
7
,
8
0
0

0
0

吉
岡
漁
港
岸
壁
改
良

整
備
事
業

町
4
1
,
6
0
0

天
蓋

施
設

整
備

低
天

端
岸

壁
整

備
天

蓋
施

設
整

備
低

天
端

岸
壁

整
備

吉
岡
漁
港
岸
壁
改
良

整
備
事
業

町
2
6
,
0
0
0

天
蓋
施
設
整
備

低
天
端
岸
壁
整
備

天
蓋
施
設
整
備

低
天
端
岸
壁
整
備

福
島
漁
港
整
備
事
業

町
6
,
5
0
0

海
水
取
水
管
移
設

工
事

（
略
）

（
略
） 項

目
合
計

9
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4
頁

4
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

農
林

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

農
林

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

屋
根
塗
装
工
事

屋
根

塗
装

工
事

外
壁
塗
装
工
事

外
壁

塗
装

工
事

ほ
か

ほ
か

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

5
0
0

5
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

（
略
）

（
略
）

活
性
化
セ
ン
タ
ー
改

修
事
業

町
6
,
0
0
0

屋
根

塗
装

工
事

外
壁

塗
装

工
事

町

6
,
0
0
0

活
性
化
セ
ン
タ
ー
改

修
事
業

町
6
,
0
0
0

屋
根
塗
装
工
事

外
壁
塗
装
工
事

町

6
,
0
0
0

有
害
鳥
獣
駆
除
用
車

輌
購
入

町
1
,
0
0
0

有
害

鳥
獣

駆
除

用
車

輌
（

軽
ト

ラ
ッ

ク
）

の
購

入
備

考
資

金
組

合
償

還
金

備
考

資
金

組
合

償
還

金
備

考
資

金
組

合
償

還
金

町

備
考

資
金

組
合

償
還

金

2
,
1
0
0

項
目
合
計

9
1
9
7
,
0
0
0

5
2
,
7
0
0

4
9
,
1
0
0

5
0
,
6
0
0

4
4
,
6
0
0

6
1
8
4
,
5
0
0

項
目
合
計

9
1
9
3
,
0
0
0

5
2
,
7
0
0

5
2
,
1
0
0

4
4
,
1
0
0

4
4
,
1
0
0

5
1
8
2
,
4
0
0

町
有
林
造
成
事
業

町
6
3
,
0
0
0

間
伐

等
人

工
造

林
外

間
伐

等
人

工
造

林
外

間
伐

等
人

工
造

林
外

間
伐

等
人

工
造

林
外

町

間
伐

等
人

工
造

林
外

6
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

町
有
林
造
成
事
業

町
6
0
,
0
0
0

間
伐
等

人
工
造
林
外

間
伐
等

人
工
造
林
外

間
伐
等

人
工
造
林
外

間
伐
等

人
工
造
林
外

町

間
伐
等

人
工
造
林
外
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5
頁

5
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

観
光

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

観
光

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

5
,
1
0
0

5
,
1
0
0

5
,
1
0
0

5
,
1
0
0

5
,
1
0
0

8
,
8
0
0

5
,
1
0
0

5
,
1
0
0

1
1
,
8
0
0

7
,
0
0
0

7
,
0
0
0

7
,
0
0
0

1
1
,
8
0
0

1
5
,
4
0
0

7
,
0
0
0

7
,
0
0
0

9
,
7
0
0

7
,
0
0
0

7
,
0
0
0

3
,
0
0
0

9
,
7
0
0

1
1
,
5
0
0

7
,
0
0
0

3
,
0
0
0

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

（
略
）

（
略
）

福
島
町
岩
部
海
岸
わ

く
わ
く
ク
ル
ー
ズ
事

業
町

2
4
,
1
0
0

管
理

委
託

及
び

運
航

支
援

管
理

委
託

及
び

運
航

支
援

管
理

委
託

及
び

運
航

支
援

管
理

委
託

及
び

運
航

支
援

福
島
町
岩
部
海
岸
わ

く
わ
く
ク
ル
ー
ズ
事

業
町

2
0
,
4
0
0

管
理
委
託
及
び
運

航
支
援

管
理
委
託
及
び
運

航
支
援

管
理
委
託
及
び
運

航
支
援

管
理
委
託
及
び
運

航
支
援

（
略
）

（
略
）

項
目
合
計

9
1
9
5
,
5
0
0

5
9
,
6
0
0

5
7
,
7
0
0

4
1
,
1
0
0

3
7
,
1
0
0

3
1
,
2
5
5
,
0
0
0

項
目
合
計

9
1
7
8
,
9
0
0

5
9
,
6
0
0

4
1
,
1
0
0

4
1
,
1
0
0

3
7
,
1
0
0

3
1
,
2
5
5
,
0
0
0

ア
ニ
メ
ツ
ー
リ
ズ
ム

推
進
事
業

町
3
1
,
2
0
0

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
作

成
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

公
開

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
作

成
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

公
開

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
作

成
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

公
開

ア
ニ

メ
ー

シ
ョ

ン
作

成
ア

ニ
メ

ー
シ

ョ
ン

公
開

ア
ニ
メ
ツ
ー
リ
ズ
ム

推
進
事
業

町
2
6
,
7
0
0

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

作
成

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

公
開

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

作
成

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

公
開

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

作
成

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

公
開

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

作
成

ア
ニ
メ
ー
シ
ョ
ン

公
開

基
本

構
想

策
定

再
整

備
実

施
設

計
施

設
再

整
備

1
,
0
1
3
,
0
0
0

1
,
0
1
3
,
0
0
0

道
の
駅
再
整
備
事
業

町
3
2
,
8
0
0

管
理
業
務
委
託
料

管
理
業
務
委
託
料

管
理
業
務
委
託
料

管
理
業
務
委
託
料

町

基
本
構
想
策
定

再
整
備
実
施
設
計

施
設
再
整
備

道
の
駅
再
整
備
事
業

町
4
1
,
2
0
0

管
理

業
務

委
託

料
管

理
業

務
委

託
料

、
備

品
購

入
管

理
業

務
委

託
料

管
理

業
務

委
託

料

町
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6
頁

6
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

商
工

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

商
工

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

4
,
0
0
0

7
頁

7
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

就
労

・
創

業
支

援
の

充
実

【
項

目
】

　
　

就
労

・
創

業
支

援
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

7
,
1
0
0

4
,
1
0
0

0
0

7
,
1
0
0

8
,
2
0
0

8
,
2
0
0

8
,
2
0
0

1
8
,
0
0
0

9
,
0
0
0

9
,
0
0
0

9
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

地
域
お
こ
し
協
力
隊

事
業

町
3
1
,
7
0
0

地
域

お
こ

し
協

力
隊

採
観

光
推

進
１

名
、

高
校

力
化

推
進

１
名

地
域

お
こ

し
協

力
隊

採
高

校
魅

力
化

推
進

２
名

地
域

お
こ

し
協

力
隊

採
用

高
校

魅
力

化
推

進
２

名

地
域

お
こ

し
協

力
隊

採
用

高
校

魅
力

化
推

進
２

名
地
域
お
こ
し
協
力
隊

事
業

町
1
1
,
2
0
0

地
域
お
こ
し
協
力

隊
採

観
光
推
進
１
名
、

高
校
力
化
推
進
１

名

地
域
お
こ
し
協
力

隊
採

高
校
魅
力
化
推
進

１
名

チ
ャ
レ
ン
ジ
ス
ピ

リ
ッ
ト
応
援
事
業

町
3
6
,
0
0
0

設
備

投
資

助
成

金
設

備
投

資
助

成
金

設
備

投
資

助
成

金
設

備
投

資
助

成
金

チ
ャ
レ
ン
ジ
ス
ピ

リ
ッ
ト
応
援
事
業

町
4
5
,
0
0
0

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

3
6
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

項
目
合
計

5
1
2
8
,
9
0
0

4
0
,
4
0
0

2
9
,
5
0
0

2
9
,
5
0
0

2
9
,
5
0
0

3
6
1
,
2
0
0

項
目
合
計

5
1
1
7
,
4
0
0

4
0
,
4
0
0

2
8
,
4
0
0

2
4
,
3
0
0

2
4
,
3
0
0

4
9
7
,
2
0
0

基
本
方
向
合
計

3
7

1
,
2
7
7
,
0
0
0

3
6
9
,
9
0
0

3
1
9
,
1
0
0

2
6
0
,
0
0
0

3
2
8
,
0
0
0

1
2

1
,
5
0
0
,
7
0
0

基
本
方
向
合
計

3
5

1
,
2
1
5
,
6
0
0

3
6
9
,
9
0
0

2
7
5
,
1
0
0

2
4
8
,
3
0
0

3
2
2
,
3
0
0

1
2

1
,
5
3
4
,
6
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

（
略
）

（
略
）

町
制
施
行
７
０
周
年

記
念
事
業

町
4
,
0
0
0

記
念

事
業

と
し

て
の

町
イ

ベ
ン

ト
開

催
へ

の
支

援

項
目
合
計

4
1
1
6
,
5
0
0

5
5
,
5
0
0

2
3
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

項
目
合
計

3
1
1
2
,
5
0
0

5
5
,
5
0
0

1
9
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0
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8
頁

8
頁

【
基

本
方

向
】

次
世

代
を

育
成

し
、

つ
な

が
り

、
学

び
合

う
ま

ち
づ

く
り

（
基

本
方

針
Ⅱ

）
【

基
本

方
向

】
次

世
代

を
育

成
し

、
つ

な
が

り
、

学
び

合
う

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅱ
）

【
項

目
】

　
　

子
育

て
支

援
の

充
実

【
項

目
】

　
　

子
育

て
支

援
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

8
,
1
0
0

1
0
,
5
0
0

1
0
,
5
0
0

1
0
,
5
0
0

8
,
1
0
0

7
,
5
0
0

1
0
,
5
0
0

1
0
,
5
0
0

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

6
,
8
0
0

6
,
8
0
0

1
1
1
,
4
0
0

（
略
）

（
略
）

5
6
,
0
0
0

町

子
ど
も
医
療
費
の

助
成

子
ど
も
医
療
費
助
成

事
業

町
3
6
,
6
0
0

子
ど

も
医

療
費

の
助

成
子

ど
も

医
療

費
の

助
成

子
ど

も
医

療
費

の
助

成

項
目
合
計

4
6
8
,
4
0
0

2
0
,
4
0
0

1
6
,
0
0
0

1
6
,
0
0
0

1
6
,
0
0
0

2
5
6
,
0
0
0

項
目
合
計

4
1
7
0
,
8
0
0

2
0
,
4
0
0

1
2
2
,
4
0
0

1
4
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0

2

認
定
こ
ど
も
園
福
島

保
育
所
改
修
事
業

町
6
,
8
0
0

改
修
設
計
費

認
定
こ
ど
も
園
福
島

保
育
所
改
修
事
業

町
1
1
8
,
2
0
0

改
修

設
計

費
建

築
主

体
工

事
機

械
設

備
工

事
電

気
設

備
・

外
構

工
事

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

子
ど
も
医
療
費
助
成

事
業

町
3
9
,
6
0
0

子
ど
も
医
療
費
の

助
成

子
ど
も
医
療
費
の

助
成

子
ど
も
医
療
費
の

助
成

子
ど
も
医
療
費
の

助
成

子
ど

も
医

療
費

の
助

成

町

子
ど

も
医

療
費

の
助

成

4
2
,
0
0
0

4
2
,
0
0
0

妊
婦
さ
ん
支
援
給
付

金
事
業

町
2
,
0
0
0

設
備

投
資

助
成

金

妊
婦
さ
ん
支
援
給
付

金
事
業

町
8
,
0
0
0

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金

設
備
投
資
助
成
金
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9
頁

9
頁

【
基

本
方

向
】

次
世

代
を

育
成

し
、

つ
な

が
り

、
学

び
合

う
ま

ち
づ

く
り

（
基

本
方

針
Ⅱ

）
【

基
本

方
向

】
次

世
代

を
育

成
し

、
つ

な
が

り
、

学
び

合
う

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅱ
）

【
項

目
】

　
　

教
育

環
境

の
充

実
【

項
目

】
　

　
教

育
環

境
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

3
,
9
0
0

1
8
,
3
0
0

6
,
3
0
0

6
,
3
0
0

3
,
9
0
0

2
2
,
8
0
0

6
,
3
0
0

6
,
3
0
0

3
5
4
,
8
0
0

2
6
,
3
0
0

2
6
,
3
0
0

2
6
,
3
0
0

3
5
4
,
8
0
0

2
2
,
9
0
0

2
6
,
3
0
0

2
6
,
3
0
0

2
6
,
5
0
0

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

2
6
,
5
0
0

3
5
,
5
0
0

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

1
7
,
0
0
0

1
7
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

福
島
町
青
少
年
交
流

セ
ン
タ
ー
施
設
管
理

事
業

町
1
1
6
,
5
0
0

食
事
・
清
掃
業
務

委
託

備
品
購
入

給
食
材
料
購
入

食
事
・
清
掃
業
務

委
託

備
品
購
入

給
食
材
料
購
入

食
事
・
清
掃
業
務

委
託

備
品
購
入

給
食
材
料
購
入

食
事
・
清
掃
業
務

委
託

備
品
購
入

給
食
材
料
購
入

町

食
事
・
清
掃
業
務

委
託

備
品
購
入

給
食
材
料
購
入

福
島
町
青
少
年
交
流

セ
ン
タ
ー
施
設
管
理

事
業

町
1
2
2
,
0
0
0

食
事

・
清

掃
業

務
委

託
備

品
購

入
給

食
材

料
購

入

食
事

・
清

掃
業

務
委

託
備

品
購

入
給

食
材

料
購

入

食
事

・
清

掃
業

務
委

託
備

品
購

入
給

食
材

料
購

入

食
事

・
清

掃
業

務
委

託
備

品
購

入
給

食
材

料
購

入
町

食
事

・
清

掃
業

務
委

託
備

品
購

入
給

食
材

料
購

入

1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

高
校
魅
力
化
推
進
事

業
町

4
3
3
,
7
0
0

入
学
奨
励
金
、
各

種
補

助
通
学
定
期
、
大

会
補

助
、
交
流
セ
ン

タ
ー
増

入
学
奨
励
金
、
各

種
補

助
通
学
定
期
、
大

会
補

助

入
学
奨
励
金
、
各

種
補

助
通
学
定
期
、
大

会
補

助

入
学
奨
励
金
、
各

種
補

助
通
学
定
期
、
大

会
補

助
町

入
学
奨
励
金
、
各

種
補

助
通
学
定
期
、
大

会
補

助
高
校
魅
力
化
推
進
事

業
町

4
3
0
,
3
0
0

入
学

奨
励

金
、

各
種

補
助

通
学

定
期

、
大

会
補

助
、

交
流

セ
ン

タ
ー

増

入
学

奨
励

金
、

各
種

補
助

通
学

定
期

、
大

会
補

助

入
学

奨
励

金
、

各
種

補
助

通
学

定
期

、
大

会
補

助

入
学

奨
励

金
、

各
種

補
助

通
学

定
期

、
大

会
補

助

町

入
学

奨
励

金
、

各
種

補
助

通
学

定
期

、
大

会
補

助

6
5
,
6
0
0

6
5
,
6
0
0

3
9
,
3
0
0

Ｉ
Ｃ

Ｔ
支

援
員

派
遣 コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
更

新 ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ア
セ

ス

児
童

生
徒

用
タ

ブ
レ

ッ
備

荒
資

金
組

合
年

賦
金

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

速
度

改

備
荒

資
金

組
合

年
賦

金
備

荒
資

金
組

合
年

賦
金

町

備
荒

資
金

組
合

年
賦

金

2
5
,
2
0
0

2
5
,
2
0
0

教
育
用
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
等
整
備
事
業

町

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

（
略
）

（
略
）

町

給
食
配
送
車
更
新

8
,
0
0
0

項
目
合
計

1
2

8
5
0
,
3
0
0

4
8
7
,
4
0
0

1
0
5
,
7
0
0

1
3
4
,
1
0
0

1
2
3
,
1
0
0

給
食
セ
ン
タ
ー
施
設

整
備
事
業

町
1
7
,
0
0
0

ボ
イ

ラ
ー

改
修

町

給
食

配
送

車
更

新

8
,
0
0
0

給
食
セ
ン
タ
ー
施
設

整
備
事
業

町
1
7
,
0
0
0

ボ
イ
ラ
ー
改
修

9
1
,
0
6
2
,
8
0
0

項
目
合
計

1
2

8
4
3
,
7
0
0

4
8
7
,
4
0
0

1
1
6
,
1
0
0

1
1
7
,
1
0
0

1
2
3
,
1
0
0

9
1
,
0
6
2
,
8
0
0

教
育
用
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
等
整
備
事
業

町
3
4
,
8
0
0

Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
派

遣 コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
更

新 ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ア

セ
ス

Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
派

遣 備
荒
資
金
組
合
年

賦
金

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
更

新

Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
派

遣 備
荒
資
金
組
合
年

賦
金

Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
派

遣 備
荒
資
金
組
合
年

賦
金

町

Ｉ
Ｃ
Ｔ
支
援
員
派

遣 備
荒
資
金
組
合
年

賦
金

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）
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1
1
頁

1
1
頁

【
基

本
方

向
】

次
世

代
を

育
成

し
、

つ
な

が
り

、
学

び
合

う
ま

ち
づ

く
り

（
基

本
方

針
Ⅱ

）
【

基
本

方
向

】
次

世
代

を
育

成
し

、
つ

な
が

り
、

学
び

合
う

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅱ
）

【
項

目
】

　
　

ス
ポ

ー
ツ

の
振

興
【

項
目

】
　

　
ス

ポ
ー

ツ
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

3
,
1
0
0

3
,
1
0
0

3
,
1
0
0

8
,
7
0
0

8
,
7
0
0

8
,
7
0
0

5
,
0
0
0

2
,
5
0
0

1
2
頁

1
2
頁

【
基

本
方

向
】

福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅲ
）

【
基

本
方

向
】

福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅲ
）

【
項

目
】

　
　

高
齢

者
福

祉
の

充
実

【
項

目
】

　
　

高
齢

者
福

祉
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

5
,
0
0
0

1
,
8
0
0

1
,
8
0
0

（
略
）

（
略
）

2
2
,
0
0
0

項
目
合
計

4
1
9
4
,
5
0
0

5
6
,
2
0
0

7
,
3
0
0

5
,
5
0
0

1
2
5
,
5
0
0

1
2
2
,
0
0
0

項
目
合
計

5
1
9
9
,
5
0
0

5
6
,
2
0
0

1
0
,
5
0
0

7
,
3
0
0

1
2
5
,
5
0
0

1

（
略
）

（
略
）

生
活
支
援
ハ
ウ
ス
改

修
事
業

町
1
,
8
0
0

改
修

調
査

業
務

生
活
支
援
ハ
ウ
ス
改

修
事
業

町
1
,
8
0
0

改
修
調
査
業
務

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

芸
能
鑑
賞
事
業

町
5
,
0
0
0

芸
能

鑑
賞

委
託

料

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

1
,
1
2
8
,
9
0
0

基
本
方
向
合
計

1
9

9
9
2
,
8
0
0

5
3
9
,
8
0
0

1
7
3
,
3
0
0

1
3
8
,
1
0
0

1
4
1
,
6
0
0

1
2

1
,
1
2
3
,
8
0
0

基
本
方
向
合
計

2
0

1
,
0
6
9
,
9
0
0

5
3
9
,
8
0
0

2
3
1
,
2
0
0

1
5
6
,
2
0
0

1
4
2
,
7
0
0

1
3

採
暖

室
（

男
子

)
改

修

1
6
,
8
0
0

5
,
0
0
0

項
目
合
計

1
4
8
,
7
0
0

0
4
1
,
2
0
0

5
,
0
0
0

2
,
5
0
0

1
5
,
0
0
0

項
目
合
計

2
1
6
,
8
0
0

0
3
,
1
0
0

8
,
1
0
0

5
,
6
0
0

2
1
0
,
1
0
0

町
民
プ
ー
ル
改
修
事

業
町

2
6
,
1
0
0

屋
根
改
修

実
施
設
計
ほ
か

採
暖
室
（
女
子
）

改
修

照
明
設
備
の
Ｌ
Ｅ

Ｄ
化

町

採
暖
室
（
男
子
)
改

修

町
民
プ
ー
ル
改
修
事

業
町

7
,
5
0
0

採
暖

室
（

女
子

）
改

修
照

明
設

備
の

Ｌ
Ｅ

Ｄ
化

町

フ
ァ
ミ
リ
ー
ス
ポ
ー

ツ
公
園
改
修
事
業

町
9
,
3
0
0

グ
リ

ー
ン

芝
張

替
グ

リ
ー

ン
芝

張
替

グ
リ

ー
ン

芝
張

替

町

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

グ
リ

ー
ン

芝
張

替

5
,
1
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費
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1
3
頁

1
3
頁

【
基

本
方

向
】

福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅲ
）

【
基

本
方

向
】

福
祉

・
医

療
が

充
実

し
、

互
い

に
認

め
合

え
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅲ
）

【
項

目
】

　
　

健
康

増
進

と
保

健
・

医
療

の
充

実
【

項
目

】
　

　
健

康
増

進
と

保
健

・
医

療
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

7
,
8
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

7
,
8
0
0

9
,
6
0
0

6
,
0
0
0

6
,
0
0
0

2
6
,
0
0
0

9
,
0
0
0

2
6
,
0
0
0

1
6
,
3
0
0

吉
岡
温
泉
改
修
事
業

町
3
5
,
0
0
0

防
音
壁
設
置
工
事

煙
・
臭
気
対
策
工

事

深
井
戸
水
中
モ
ー

タ
ー
ポ
ン
プ
入
替

工
事

町

深
井
戸
水
中
モ
ー

タ
ー

（
R
1
0
・
R
1
3
）

吉
岡
温
泉
改
修
事
業

町
4
2
,
3
0
0

防
音

壁
設

置
工

事
煙

・
臭

気
対

策
工

事

深
井

戸
水

中
モ

ー
タ

ー
ポ

ン
プ

入
替

工
事

町

深
井

戸
水

中
モ

ー
タ

ー
（

R
1
0
・

R
1
3
）

1
8
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

6
4
,
0
0
0

基
本
方
向
合
計

8
3
1
2
,
3
0
0

9
4
,
0
0
0

2
2
,
3
0
0

1
4
,
5
0
0

1
8
1
,
5
0
0

3
6
4
,
0
0
0

基
本
方
向
合
計

9
3
2
8
,
2
0
0

9
4
,
0
0
0

3
6
,
4
0
0

1
6
,
3
0
0

1
8
1
,
5
0
0

3

項
目
合
計

4
1
1
7
,
8
0
0

3
7
,
8
0
0

1
5
,
0
0
0

9
,
0
0
0

5
6
,
0
0
0

2
4
2
,
0
0
0

項
目
合
計

4
1
2
8
,
7
0
0

3
7
,
8
0
0

2
5
,
9
0
0

9
,
0
0
0

5
6
,
0
0
0

2
4
2
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

が
ん
検
診
推
進
事
業

町
2
5
,
8
0
0

各
が
ん
検
診
の
委

託 （
胃
・
肺
・
大

腸
・
乳
・
子
宮
・

前
立
腺
）

各
が
ん
検
診
の
委

託 （
胃
・
肺
・
大

腸
・
乳
・
子
宮
・

前
立
腺
）

各
が
ん
検
診
の
委

託 （
胃
・
肺
・
大

腸
・
乳
・
子
宮
・

前
立
腺
）

各
が
ん
検
診
の
委

託 （
胃
・
肺
・
大

腸
・
乳
・
子
宮
・

前
立
腺
）

町

各
が
ん
検
診
の
委

託 （
胃
・
肺
・
大

腸
・
乳
・
子
宮
・

前
立
腺
）

が
ん
検
診
推
進
事
業

町
2
9
,
4
0
0

各
が

ん
検

診
の

委
託 （

胃
・

肺
・

大
腸

・
乳

・
子

宮
・

前
立

腺
）

各
が

ん
検

診
の

委
託 （

胃
・

肺
・

大
腸

・
乳

・
子

宮
・

前
立

腺
）

各
が

ん
検

診
の

委
託 （

胃
・

肺
・

大
腸

・
乳

・
子

宮
・

前
立

腺
）

各
が

ん
検

診
の

委
託 （

胃
・

肺
・

大
腸

・
乳

・
子

宮
・

前
立

腺
）

町

各
が

ん
検

診
の

委
託 （

胃
・

肺
・

大
腸

・
乳

・
子

宮
・

前
立

腺
）

2
4
,
0
0
0

2
4
,
0
0
0
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1
4
頁

1
4
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

町
の

基
盤

整
備

の
推

進
【

項
目

】
　

　
町

の
基

盤
整

備
の

推
進

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

7
,
1
0
0

5
0
,
0
0
0

4
8
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

2
8
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

8
6
,
0
0
0

5
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0

5
,
6
0
0

4
,
3
0
0

3
,
3
0
0

2
,
0
0
0

3
,
7
0
0

5
,
6
0
0

4
,
3
0
0

1
2
,
0
0
0

1
2
,
8
0
0

3
2
,
5
0
0

1
5
,
4
0
0

4
1
,
8
0
0

5
2
,
2
0
0

3
2
,
5
0
0

1
5
,
4
0
0

4
1
,
8
0
0

5
2
,
2
0
0

6
5
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

6
5
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

（
略
）

川
原
町
汐
見
町
線

L
=
2
2
0
m

W
=
4
.
3
～
4
.
7
m

汐
見
町
2
号
線
　
外

1
路

赤
川
2
号
線
　
外
2

路
線

町

福
島
漁
港
線
　
外

町
道
整
備
事
業

町
2
1
4
,
0
0
0

川
原

町
汐

見
町

線
L
=
2
2
0
m

W
=
4
.
3
～

4
.
7
m

汐
見

町
2
号

線
L
=
8
8
m

W
=
4
.
5
m

公
営

住
宅

線
　

外
1

路
線

L
=
2
2
8
m

W
=
4
m
～

1
0
.
5
m

駅
前

団
地

2
号

線
L
=
1
6
7
m

W
=
4
.
0
m

町

福
島

漁
港

線
　

外

1
8
2
,
0
0
0

1
8
2
,
0
0
0

町
道
整
備
事
業

町
2
0
8
,
0
0
0

新
緑
公
園
整
備
事
業

（
略
）

新
緑
公
園
整
備
事
業

町
9
5
,
0
0
0

夜
間
証
明
L
E
D

野
球
場
フ
ェ
ン
ス

設
置

道
路
台
帳
デ
ジ
タ
ル

化
事
業

町
1
2
,
0
0
0

道
路
台
帳
デ
ジ
タ

ル
化

道
路
台
帳
デ
ジ
タ
ル

化
事
業

町
1
2
,
8
0
0

道
路

台
帳

デ
ジ

タ
ル

化

（
略
）

吉
野

1
号

線
、

2
号

線
外

町
道
局
部
改
良
事
業

町
3
5
,
0
0
0

福
島

小
学

校
線

（
委

託
）

調
査

測
量

設
計

福
島

小
学

校
線

（
工

事
）

L
=
5
0
ｍ

W
=
8
.
5
ｍ

町
道
舗
装
補
修
事
業

町
1
5
,
2
0
0

吉
岡
漁
港
1
号
線

L
=
1
9
0
m

W
=
2
.
5
m

館
崎
2
号
線

L
=
1
6
0
m

W
=
6
.
0
m

黒
岩
線

L
=
8
3
m

W
=
5
.
5
m

黒
岩
線

L
=
1
0
0
m

W
=
5
.
5
m

町

吉
野
1
号
線
、
2
号

線
外

町
道
舗
装
補
修
事
業

町
1
5
,
6
0
0

吉
岡

漁
港

1
号

線
L
=
1
9
0
m

W
=
2
.
5
m

本
町

1
号

線
L
=
1
0
0
m

W
=
3
.
5
m

館
崎

2
号

線
L
=
1
6
0
m

W
=
6
.
0
m

黒
岩

線
L
=
8
3
m

W
=
5
.
5
m

町

2
2
,
2
0
0

2
2
,
2
0
0

月
崎

2
号

団
地

1
号

橋
外

補
修

設
計

、
橋

梁
点

検
計

画
策

定

（
略
）

町
道
局
部
改
良
事
業

町
2
5
,
0
0
0

福
島
小
学
校
線

（
委
託
）

調
査
測
量
設
計

福
島
小
学
校
線

（
工
事
）

L
=
5
0
ｍ

W
=
8
.
5
ｍ

町
9
5
,
0
0
0

夜
間

証
明

L
E
D

野
球

場
フ

ェ
ン

ス
設

置

（
略
）

年
　
度
　
別
　
計
　
画

吉
岡
寺
町
墓
地
通
路

改
修
事
業

町
7
,
1
0
0

墓
地

通
路

改
修

工
事

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

（
略
）

橋
梁
長
寿
命
化
事
業

町

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

1
4
1
,
9
0
0

桧
倉
橋

熊
野
橋

補
修
設
計

折
加
内
橋

橋
梁
点
検
4
4
橋

折
加
内
橋

橋
梁
点
検
1
0
橋

計
画
策
定
5
4
橋

町

月
崎
2
号
団
地
1
号

橋
外

補
修
設
計
、
橋
梁

点
検

計
画
策
定

橋
梁
長
寿
命
化
事
業

町
1
4
1
,
9
0
0

桧
倉

橋
熊

野
橋

、
月

崎
2
号

団
地

1
号

橋 補
修

設
計

折
加

内
橋

橋
梁

点
検

4
4
橋

折
加

内
橋

橋
梁

点
検

1
0
橋

計
画

策
定

5
4
橋

町

8
3
,
1
0
0

8
3
,
1
0
0
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実
施

設
計

9
,
5
0
0

5
0
,
5
0
0

6
,
3
0
0

9
7
,
2
0
0

1
0
,
5
0
0

1
1
9
,
5
0
0

9
,
0
0
0

2
3
,
2
0
0

3
6
,
8
0
0

2
0
,
6
0
0

7
,
0
0
0

6
,
5
0
0

1
3
,
8
0
0

2
0
,
6
0
0

9
,
9
0
0

6
,
5
0
0

1
3
,
8
0
0

5
,
8
0
0

4
,
0
0
0

5
,
8
0
0

8
,
3
0
0

8
,
6
0
0

浄
水
場
施
設
設
備
更

新
事
業

町
9
,
8
0
0

岩
部
浄
水
場
滅
菌

設
備

更
新
　
１
式

実
施
設
計

岩
部
浄
水
場
流
量

計
更

１
式

実
施
設
計

浄
水
場
施
設
設
備
更

新
事
業

町
2
2
,
7
0
0

岩
部

浄
水

場
滅

菌
設

備
更

新
　

１
式

実
施

設
計

美
山

浄
水

場
流

量
計

更
新

１
式

実
施

設
計

岩
部

浄
水

場
流

量
計

更
新

１
式

実
施

設
計

老
朽
配
水
管
更
新
事

業
町

4
7
,
9
0
0

三
岳
地
区
国
道
横

断
配
管

L
=
3
6
.
0
m

実
施
設
計

白
符
地
区
国
道
横

断
管

L
=
4
0
.
0
m

実
施
設
計

町
道
汐
見
町
４
号

線 L
=
4
5
.
0
m

実
施
設
計

福
島
地
区
配
水
管

L
=
1
0
0
.
0
m

実
施
設
計

老
朽
配
水
管
更
新
事

業
町

5
0
,
8
0
0

三
岳

地
区

国
道

横
断

配
管

L
=
3
6
.
0
m

実
施

設
計

白
符

地
区

国
道

横
断

管
L
=
4
5
.
0
m

実
施

設
計

町
道

汐
見

町
４

号
線 L
=
4
5
.
0
m

実
施

設
計

福
島

地
区

配
水

管
L
=
1
0
0
.
0
m

実
施

設
計

塩
釜
地
区
配
水
管
移

設
事
業

町
2
3
,
2
0
0

配
水
管
移
設
φ
3
0
0

L
=
3
1
.
0
m
(
水
管

橋
）
実
施
設
計

塩
釜
地
区
配
水
管
移

設
事
業

町
3
6
,
8
0
0

配
水

管
移

設
φ

3
0
0

L
=
2
6
.
5
m

実
施

設
計

中
塚
橋
配
水
管
移
設

事
業

町
1
6
3
,
5
0
0

実
施
設
計

既
設
管
撤
去

仮
設
配
管
布
設

実
施
設
計

配
水
管
添
架

仮
設
配
管
撤
去

中
塚
橋
配
水
管
移
設

事
業

町
1
3
9
,
0
0
0

実
施

設
計

既
設

管
撤

去
仮

設
配

管
布

設
町

配
水

管
添

架
仮

設
配

管
撤

去

1
6
1
,
0
0
0

（
略
）

4
3
6
,
0
0
0

7
3
1
7
,
0
0
0

1
7
9
,
2
0
0

2
4
1
,
9
0
0

2
2
0
,
5
0
0

9
5
8
,
6
0
0

1
8

（
略
） 項

目
合
計

5
9
7
,
0
0
0

8
2
3
5
,
8
0
0

3
5
9
,
2
0
0

1
8
1
,
8
0
0

2
1
1
,
0
0
0

9
8
7
,
8
0
0

1
9

項
目
合
計
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1
6
頁

1
6
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

防
災

・
消

防
体

制
の

充
実

【
項

目
】

　
　

防
災

・
消

防
体

制
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

2
0
,
0
0
0

7
8
,
6
0
0

2
0
,
0
0
0

3
,
9
0
0

7
,
2
0
0

2
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

3
,
9
0
0

7
,
2
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

4
8
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

4
8
,
0
0
0

4
9
,
8
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

（
略
）

5
1
,
1
0
0

津
波
避
難
対
策
計

画
基
礎
調
査

津
波
避
難
対
策
計

画
策
定

避
難
路
整
備

コ
ン
テ
ナ
整
備

避
難
路
整
備

コ
ン
テ
ナ
整
備

町

避
難
路
整
備

コ
ン
テ
ナ
整
備

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

防
災
・
減
災
対
策
事

業
町

2
0
,
0
0
0

非
常
用
電
源
設
備

更
新

防
災
・
減
災
対
策
事

業
町

9
8
,
6
0
0

大
型

ト
イ

レ
カ

ー
、

テ
ン

ト
式

パ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン

非
常

用
電

源
設

備
更

新

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

津
波

避
難

対
策

計
画

基
礎

調
査

津
波

避
難

対
策

計
画

策
定

避
難

路
整

備
コ

ン
テ

ナ
整

備
避

難
路

整
備

コ
ン

テ
ナ

整
備

町

避
難

路
整

備
コ

ン
テ

ナ
整

備

8
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

（
略
）

（
略
）

日
本
海
溝
・
千
島
海

溝
周
辺
海
溝
型
地
震

に
お
け
る
津
波
避
難

緊
急
事
業

町

普
通
河
川
整
備
事
業

町
8
8
,
0
0
0

潤
内
川
L
=
1
0
0
m

板
橋
川
L
=
4
6
m

測
量
調
査
設
計

外

福
島
川

普
通
河
川
整
備
事
業

町
9
7
,
8
0
0

潤
内

川
L
=
1
0
0
m

板
橋

川
L
=
4
6
m

測
量

調
査

設
計

外

福
島

川
積

ブ
ロ

ッ
ク

工
L
=
8
8
m

日
本
海
溝
・
千
島
海

溝
周
辺
海
溝
型
地
震

に
お
け
る
津
波
避
難

緊
急
事
業

町
1
1
1
,
1
0
0

（
略
）

項
目
合
計

1
2

4
2
4
,
1
0
0

8
1
,
3
0
0

2
0
8
,
0
0
0

7
7
,
4
0
0

5
7
,
4
0
0

3
2
1
6
,
8
0
0

項
目
合
計

1
2

2
7
5
,
7
0
0

8
1
,
3
0
0

1
1
9
,
6
0
0

4
7
,
4
0
0

2
7
,
4
0
0

3
9
6
,
8
0
0
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1
8
頁

1
8
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

生
活

基
盤

の
確

保
【

項
目

】
　

　
生

活
基

盤
の

確
保

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

6
9
,
3
0
0

8
5
,
0
0
0

7
2
,
6
0
0

8
5
,
0
0
0

3
5
,
6
0
0

項
目
合
計

3
1
8
7
,
1
0
0

6
,
1
0
0

8
,
9
0
0

7
8
,
2
0
0

9
3
,
9
0
0

2
3
5
,
6
0
0

項
目
合
計

3
1
9
0
,
4
0
0

6
,
1
0
0

8
1
,
5
0
0

8
,
9
0
0

9
3
,
9
0
0

2

（
略
）

（
略
）

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
中
継

局
地
上
デ
ジ
タ
ル
送

信
機
等
更
新
事
業

町
1
5
4
,
3
0
0

白
符
テ
レ
ビ
ジ
ョ

ン
中
継
局
　
地
上

デ
ジ
タ
ル
送
信
機

等
更
新

福
島
テ
レ
ビ
ジ
ョ

ン
中
局
　
地
上
デ

ジ
タ
ル
送
機
等
更

新

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
中
継

局
地
上
デ
ジ
タ
ル
送

信
機
等
更
新
事
業

町
1
5
7
,
6
0
0

白
符

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

中
継

局
　

地
上

デ
ジ

タ
ル

送
信

機
等

更
新

福
島

テ
レ

ビ
ジ

ョ
ン

中
局

　
地

上
デ

ジ
タ

ル
送

機
等

更
新

（
略
）

（
略
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
0
～
R
1
3
）

事
業
名

事
業

主
体

概
算
事
業
費

年
　
度
　
別
　
計
　
画

展
望
計
画

（
R
1
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議案第５９号 

 

福島町森林整備計画の策定について 

 

福島町森林整備計画を策定したいので、福島町議会基本条例第１１条の規定

に基づき議会の議決を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

 福島町長 鳴海 清春     

 

 

１ 福島町森林整備計画 

   （別冊２のとおり） 
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議案第６０号 

 

第３期福島町人口ビジョン・総合戦略の策定について 

 

第３期福島町人口ビジョン・総合戦略を策定したいので、福島町議会基本条例

第１１条の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春 

 

 

 １ 第３期福島町人口ビジョン・総合戦略 

    （別冊３のとおり） 
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議案第６１号 

 

第４期福島町地域福祉計画の策定について 

 

 第４期福島町地域福祉計画を策定したいので、福島町議会基本条例第１１条

の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                     福島町長 鳴海 清春 

 

１ 第４期福島町地域福祉計画 

  （別冊４のとおり） 
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議案第６２号 

 

第３期福島町子ども・子育て支援事業計画の策定について 

 

 第３期福島町子ども・子育て支援事業計画を策定したいので、福島町議会基本条例第

１１条の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春     

 

 

１ 第３期福島町子ども・子育て支援事業計画 

  （別冊５のとおり） 
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議案第６３号 

 

 

令和７年度福島町一般会計予算 

 

 令和７年度福島町の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,524,254千円と定める。 

 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 

地方債」による。 

 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、1,000,000千円と定める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 町税 　     492,885

1 町民税 　     138,632

2 固定資産税 　     302,843

3 軽自動車税 　      10,336

4 町たばこ税 　      32,497

5 入湯税 　       8,577

2 地方譲与税 　      32,610

1 自動車重量譲与税 　      19,000

2 地方揮発油譲与税 　       6,000

3 森林環境譲与税 　       7,610

3 利子割交付金 　         150

1 利子割交付金 　         150

4 配当割交付金 　       1,000

1 配当割交付金 　       1,000

5 株式等譲渡所得割交付金 　         900

1 株式等譲渡所得割交付金 　         900

6 法人事業税交付金 　       4,000

1 法人事業税交付金 　       4,000

7 地方消費税交付金 　     100,000
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款 項 金        額

千円

1 地方消費税交付金 　     100,000

8 環境性能割交付金 　       2,000

1 環境性能割交付金 　       2,000

9 地方特例交付金 　         250

1 地方特例交付金 　         250

10 地方交付税 　   2,141,000

1 地方交付税 　   2,141,000

11 分担金及び負担金 　           1

1 負担金 　           1

12 使用料及び手数料 　      81,444

1 使用料 　      68,799

2 手数料 　      12,645

13 国庫支出金 　     269,936

1 国庫負担金 　     137,328

2 国庫補助金 　     130,908

3 国庫委託金 　       1,700

14 道支出金 　     180,257

1 道負担金 　     116,862

2 道補助金 　      42,669
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款 項 金        額

千円

3 道委託金 　      20,726

15 財産収入 　      21,551

1 財産運用収入 　      15,775

2 財産売払収入 　       5,776

16 寄付金 　      70,100

1 寄付金 　      70,100

17 繰入金 　     454,287

1 他会計繰入金 　           3

2 基金繰入金 　     454,284

18 繰越金 　          10

1 繰越金 　          10

19 諸収入 　     152,173

1 延滞加算金及び過料 　           2

2 町預金利子 　         136

3 貸付金元利収入 　      90,553

4 受託事業収入 　         831

5 雑入 　      60,651

20 町債 　     519,700

1 町債 　     519,700
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款 項 金        額

千円

歳              入              合              計 　   4,524,254
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歳　出

款 項 金        額

1 議会費 　      50,815

1 議会費 　      50,815

2 総務費 　     560,239

1 総務管理費 　     418,840

2 徴税費 　      13,480

3 戸籍住民基本台帳費 　      23,673

4 選挙費 　      13,303

5 統計調査費 　       3,617

6 監査委員費 　       1,693

7 財政基金費 　      85,633

3 民生費 　     574,290

1 社会福祉費 　     370,761

2 児童福祉費 　     198,021

3 災害救助費 　       5,508

4 衛生費 　     417,521

1 保健衛生費 　     160,893

2 清掃費 　     256,628

5 労働費 　         101

1 労働諸費 　         101

千円
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款 項 金        額

6 農林水産業費 　     254,549

1 農業費 　      23,069

2 林業費 　      54,757

3 水産業費 　     176,723

7 商工費 　     116,596

1 商工費 　     116,596

8 土木費 　     391,685

1 土木管理費 　       2,036

2 道路橋梁費 　     158,589

3 河川費 　      53,758

4 都市計画費 　      23,981

5 住宅費 　     153,321

9 消防費 　     324,113

1 消防費 　     324,113

10 教育費 　     247,145

1 教育総務費 　     116,472

2 小学校費 　      24,402

3 中学校費 　      12,446

4 社会教育費 　       9,576

千円
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款 項 金        額

5 保健体育費 　      84,249

11 公債費 　     608,605

1 公債費 　     608,605

12 諸支出金 　     261,729

1 災害援護資金貸付金 　       3,500

2 特別会計繰出金 　     258,229

13 職員給与費 　     711,866

1 職員給与費 　     711,866

14 予備費 　       5,000

1 予備費 　       5,000

歳              出              合              計 　   4,524,254

千円
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事　　　項 期　　間 限　度　額

令和7年度から

令和11年度まで

令和7年度から

令和15年度まで

令和7年度から

令和11年度まで

令和7年度から

令和11年度まで

有害鳥獣駆除用車輌譲受代金に関する債
務負担行為

3,100千円

校務用パソコン譲受代金に関する債務負
担行為

16,209千円

業務用パソコン譲受代金に関する債務負
担行為

34,358千円

第２表　債務負担行為

漁業近代化資金の融資に伴う利子補給に
関する債務負担行為

712千円
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限 度 額 起債の方法 利　　　率

千円 普通貸借又
3,500 は証券発行

3,000

5,000

6,000

3,500

47,300

3,500

4,000

111,300

4,000

2,500

3,000

7,300

25,600

10,800

1,500

6,600

28,000

30,000

種 苗 生 産 育 成 事 業 債

第３表　　地　方　債

起　債　の　目　的 償 還 の 方 法

災 害 援 護 資 金 貸 付 債

３.０％以内

定 住 促 進 住 宅 整 備 事 業 債

定 住 促 進 住 宅 奨 励 事 業 債

人 財 育 成 事 業 基 金 債

雇 用 奨 励 等 支 援 事 業 債

地 上 デ ジ タ ル 送 信 機 整 備 事 業 債

街 灯 料 助 成 事 業 債

福島小学校線局部改良整備事業債

町 道 川 原 町 汐 見 町 線 整 備 事 業 債

安 心 生 活 創 造 事 業 債

橋 梁 長 寿 命 化 事 業 債

認定こども園福島保育所整備事業債

子 ど も 医 療 費 助 成 事 業 債

ウ ニ 移 殖 放 流 事 業 債

水 産 物 供 給 基 盤 機 能 保 全 事 業 債

プ レ ミ ア ム 付 商 品 券 発 行 事 業 債

政府資金についてはそ
の融資条件による。
銀行その他の資金につ
いては、貸付先と協議
して定める。
ただし、町財政の都合
により、据置期間及び
償還期限を短縮し、も
しくは、繰上償還又は
低利に借換えすること
ができる。

出 産 祝 金 交 付 事 業 債

吉 岡 漁 港 岸 壁 改 良 整 備 事 業 債
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限 度 額 起債の方法 利　　　率起　債　の　目　的 償 還 の 方 法

49,800

6,000

95,700

43,500

5,000

6,700

6,600
３.０％以内(ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる政
府資金及び地方公
共団体金融機構・
日本政策金融公庫
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率）

教 育 コ ン ピ ュ ー タ 整 備 事 業 債

公 有 林 整 備 事 業 債

519,700計

定 住 向 け 町 有 住 宅 整 備 事 業 債

普 通 河 川 河 道 整 備 事 業 債

高 規 格 救 急 車 整 備 事 業 債

空 家 対 策 等 支 援 事 業 債

消 火 栓 整 備 事 業 債
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議案第６４号 

 

 

令和７年度福島町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和７年度福島町の国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ662,170千円と定める。 

 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 国民健康保険税 　      83,636

1 国民健康保険税 　      83,636

2 使用料及び手数料 　          10

1 手数料 　          10

3 道支出金 　     532,382

1 道負担金 　     532,382

4 繰入金 　      46,018

1 他会計繰入金 　      45,616

2 基金繰入金 　         402

5 繰越金 　           1

1 繰越金 　           1

6 諸収入 　           7

1 延滞金・加算金及び過料 　           4

2 雑入 　           3

7 財産収入 　         116

1 財産運用収入 　         116

歳              入              合              計 　     662,170
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歳　出

款 項 金        額

1 総務費 　       5,516

1 総務管理費 　       2,464

2 徴税費 　       1,925

3 運営協議会費 　         209

4 特別対策事業費 　         918

2 保険給付費 　     520,667

1 療養諸費 　     446,316

2 高額療養費 　      72,300

3 移送費 　         100

4 助産諸費 　       1,501

5 葬祭諸費 　         450

3 国民健康保険事業費納付金 　     120,021

1 国民健康保険事業費納付金 　     120,021

4 共同事業拠出金 　          10

1 共同事業拠出金 　          10

5 保健事業費 　      13,559

1 特定健康診査等事業費 　       7,829

2 保健事業費 　       5,730

6 諸支出金 　         280

千円
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款 項 金        額

1 償還金及び還付加算金 　         280

7 基金積立金 　         117

1 基金積立金 　         117

8 予備費 　       2,000

1 予備費 　       2,000

歳              出              合              計 　     662,170

千円
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議案第６５号 

 

 

令和７年度福島町介護保険特別会計予算 

 

 令和７年度福島町の介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、保険事業勘定歳入歳出それぞれ521,132千円

とし、サービス事業勘定歳入歳出それぞれ1,639千円と定める。 

 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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保 険 事 業 勘 定 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 保険料 　      90,162

1 介護保険料 　      90,162

2 国庫支出金 　     136,534

1 国庫負担金 　      82,702

2 国庫補助金 　      53,832

3 支払基金交付金 　     133,453

1 支払基金交付金 　     133,453

4 道支出金 　      77,163

1 道負担金 　      70,539

2 道補助金 　       6,624

5 財産収入 　          80

1 財産運用収入 　          80

6 繰入金 　      83,684

1 一般会計繰入金 　      82,208

2 介護サービス事業勘定繰入金 　       1,476

7 繰越金 　           1

1 繰越金 　           1

8 諸収入 　          55

1 雑入 　          53
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款 項 金        額

千円

2 延滞金・加算金及び過料 　           2

歳              入              合              計 　     521,132
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歳　出

款 項 金        額

1 総務費 　       6,938

1 総務管理費 　       1,099

2 徴収費 　         506

3 介護認定審査会費 　       5,153

4 運営協議会費 　         180

2 保険給付費 　     471,507

1 保険給付費 　     460,000

2 高額介護サ－ビス等費 　       9,700

3 高額医療合算介護サービス等費 　       1,400

4 その他諸費 　         407

3 地域支援事業費 　      42,385

1 介護予防・生活支援サービス事業費 　      17,526

2 一般介護予防事業費 　       5,180

3 包括的支援事業費 　      18,474

4 任意事業費 　       1,150

5 その他諸費 　          55

4 基金積立金 　          81

1 基金積立金 　          81

5 予　備　費 　         100

千円
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款 項 金        額

1 予　備　費 　         100

6 諸支出金 　         121

1 償還金及び還付加算金 　         118

2 繰出金 　           3

歳              出              合              計 　     521,132

千円
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サービス事業勘定 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 サービス収入 　       1,638

1 介護給付費収入 　       1,638

2 繰越金 　           1

1 繰越金 　           1

歳              入              合              計 　       1,639
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歳　出

款 項 金        額

1 サービス事業費 　         163

1 居宅介護サービス事業費 　         163

2 諸支出金 　       1,476

1 繰出金 　       1,476

歳              出              合              計 　       1,639

千円
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議案第６６号 
 
 
 

令和７年度福島町後期高齢者医療特別会計予算 
 
 令和７年度福島町の後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによ
る。 
 
（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ79,873千円と定める。 
 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 後期高齢者医療保険料 　      44,913

1 後期高齢者医療保険料 　      44,913

2 繰入金 　      34,954

1 一般会計繰入金 　      34,954

3 繰越金 　           1

1 繰越金 　           1

4 諸収入 　           5

1 延滞金、加算金及び過料 　           2

2 償還金及び還付加算金 　           2

3 雑入 　           1

歳              入              合              計 　      79,873
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歳　出

款 項 金        額

1 総務費 　       1,246

1 総務管理費 　         773

2 徴収費 　         473

2 後期高齢者医療広域連合納付金 　      78,467

1 後期高齢者医療広域連合納付金 　      78,467

3 諸支出金 　          60

1 償還金及び還付加算金 　          60

4 予備費 　         100

1 予備費 　         100

歳              出              合              計 　      79,873

千円
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議案第６７号 
 

 
 

令和７年度福島町国民健康保険診療所特別会計予算 
 
 令和７年度福島町の国民健康保険診療所特別会計予算は、次に定めるところ
による。 
 
 （歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ126,172千円と定める。 
 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表　歳入歳出予算

款 項 金        額

千円

1 診療事業収入 　      71,770

1 保険診療収入 　      62,175

2 保険外診療収入 　       9,595

2 繰入金 　      54,371

1 他会計繰入金 　      54,371

3 繰越金 　          10

1 繰越金 　          10

4 諸収入 　          21

1 預金利子 　           1

2 雑入 　          20

歳              入              合              計 　     126,172
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歳　出

款 項 金        額

1 総務費 　      47,522

1 総務管理費 　      47,522

2 診療事業費 　      67,829

1 診療費 　      67,829

3 諸支出金 　          10

1 償還金及び還付加算金 　          10

4 公債費 　      10,511

1 公債費 　      10,511

5 予備費 　         300

1 予備費 　         300

歳              出              合              計 　     126,172

千円
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議案第６８号

（総則）

第１条　令和７年度福島町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給水戸数

（２） 年間給水量

（３） 一日平均給水量

（４） 主要な建設改良事業

（ア） 配水管整備事業

（イ） メーター改良事業

（ウ） 施設整備事業

（エ） 固定資産購入費

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 水道事業収益

　第１項 営業収益

　第２項 営業外収益

第１款 水道事業費用

　第１項 営業費用

　第２項 営業外費用

　第３項 予備費

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入

　額が資本的支出額に対して不足する額２５，４２４千円は当年度分消費税及

　び地方消費税資本的収支調整額３，５８３千円、過年度分損益勘定留保資

　金２１，８４１千円で補てんするものとする。）

第１款 資本的収入

　第１項 企業債

　第２項 他会計補助金

　第３項 道支出金

　第４項 工事負担金

第１款 資本的支出

　第１項 建設改良費

　第２項 企業債償還金

支　　　出

５，３７５千円

収　　　入

１０６，２３７千円

８９，２８９千円

１６，９４８千円

支　　　出

収　　　入

８，３００千円

５，０００千円

９８，０３６千円

５００千円

７２，６１２千円

３０，０００千円

令和７年度福島町水道事業会計予算

１０８，８７９千円

１０３，５７９千円

４，８００千円

１，８５０戸

２８４，０００㎥

７７８㎥

６２，８００千円

１，５１２千円

３５，５００千円

５，６００千円

８２，０３６千円

１６，０００千円
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円 ％

３．０以内

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

　る。

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用及び営業外費用の間

　の流用

令和７年３月１１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福島町長　　鳴海　清春

借入先の融資条件に
よる。ただし企業財
政その他の都合によ
り繰上償還又は低利
に借り換えることが
できる。

利率 償還の方法

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
については、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の率）

起債の目的

配水管
移設事業

限度額 起債の方法

１１，８００

老朽配水管
更新事業

９，９００
証書借入

浄水場施設
設備更新事業

８，３００
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議案第６９号

（総則）

第１条　令和７年度福島町の浄化槽事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 計画人口

（２） 年間処理水量

（３） 一日平均処理水量

（４） 主要な建設改良事業

（ア） 浄化槽整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 浄化槽事業収益

　第１項 営業収益

　第２項 営業外収益

第１款 浄化槽事業費用

　第１項 営業費用

　第２項 営業外費用

　第３項 予備費

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入

　額が資本的支出額に対して不足する額１２，６２７千円は当年度分消費税及

　び地方消費税資本的収支調整額９７５千円、過年度分損益勘定留保資金

　７，４２７千円、当年度分損益勘定留保資金４，２２５千円で補てんするも

　のとする。）

第１款 資本的収入

　第１項 企業債

　第２項 他会計補助金

　第３項 国庫補助金

　第４項 工事分担金

第１款 資本的支出

　第１項 建設改良費

　第２項 企業債償還金

収　　　入

　　　　　　　　　　 令和７年度福島町浄化槽事業会計予算

３５，６２７千円

２３，０００千円

１２，６２７千円

１００千円

２３，０００千円

１３，７００千円

４７３人

８１，１０３㎥

２２２㎥

２３，０００千円

支　　　出

収　　　入

４５，９９２千円

４，６２０千円

４１，３７２千円

支　　　出

４，２７８千円

３，６２６千円

１，３９６千円

４１，６２８千円

４０，０２４千円

１，５０４千円
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（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円 ％

３．０以内

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

　る。

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用及び営業外費用の間

　の流用

（他会計からの補助金）

第７条　浄化槽事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３７，

　６６２千円である。

　

令和７年３月１１日提出

福島町長　　鳴海　清春

浄化槽事業 １３，７００

償還の方法

政府資金については
その融資条件によ
る。
銀行その他の資金に
ついては、貸付先と
協議して定める。
ただし企業財政その
他の都合により繰上
償還又は低利に借り
換えることができ
る。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
については、利率の見直し
を行った後においては、当
該見直し後の率）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

普通賃借
又は

証書借入
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議案第７０号 

 

 

福島町財政調整基金の積立金の処分について 

 

 

次のとおり福島町財政調整基金の積立金を令和７年度福島町一般会計に

繰り入れ支消するものとする。 

 

 

 

令和７年３月１１日 提出 

 

 

                   福島町長 鳴海 清春   

 

 

記 

 

 

１ 支 消 金 額  ４００，０００千円以内 

２ 支 消 の 目 的  地方財政法第４条の４第１項第１号による経費の財源に

充当するため 
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議案第７１号 

 

令和６年度福島町一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和６年度福島町の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ163,510千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,609,484千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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議案第７２号 

 

令和６年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和６年度福島町の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 32,667千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 661,521千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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議案第７３号 

 

令和６年度福島町介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度福島町の介護保険特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ38,793千円

を減額し、保険事業勘定歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ559,053千円

とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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議案第７４号 

 

令和６年度福島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和６年度福島町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 1,868千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 77,277千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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議案第７５号 

 

令和６年度福島町国民健康保険診療所特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和６年度福島町の国民健康保険診療所特別会計補正予算（第３号）は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ1,899千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ121,692千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                   福島町長  鳴 海 清 春 
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議案第７６号

第１条　令和６年度福島町の水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

　ろによる。

第２条　予算第２条の業務の予定量を次のとおり補正する。

　（４）　主要な建設改良事業

(ア）配水管整備事業 　72,000千円 を 51,158千円とする。

(イ）メーター改良事業　7,326千円 を 5,792千円とする。

(ウ）施設整備事業　　　7,700千円 を 7,260千円とする。

第３条　予算第３条の収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　水道事業収益 106,107千円 -1,796千円 104,311千円

　　第１項　営業収益 88,131千円 787千円 88,918千円

　　第２項　営業外収益 17,976千円 -2,583千円 15,393千円

　第１款　水道事業費用 108,850千円 -1,760千円 107,090千円

　　第１項　営業費用 105,950千円 -1,760千円 104,190千円

第４条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

　25,936千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額8,366千円、過年度

　分損益勘定留保資金17,570千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足す

　る額24,376千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,271千円、過

　年度分損益勘定留保資金18,105千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次の

　とおり補正する。

令和６年度福島町水道事業会計補正予算（第３号）

（　科　目　） （　　計　　）

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　

　　　　　収　　　　　　　入　　　　　　
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（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　資本的収入 79,700千円 -21,256千円 58,444千円

　　第１項　企業債 79,700千円 -21,500千円 58,200千円

　　第２項　他会計補助金 0千円 244千円 244千円

　第１款　資本的支出 105,636千円 -22,816千円 82,820千円

　　第１項　建設改良費 92,036千円 -22,816千円 69,220千円

第５条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

第６条 予算第７条に定めた経費の金額を次のように改める。

（既決予定額） （補正予定額）

15,566千円 322千円 15,888千円

　　　令和７年３月１１日提出

福島町長　　鳴海　清春

9,500千円 0千円

浄水場施設設備更新事業 7,700千円 7,200千円

（　科　目　） （　　計　　）

（　科　目　） （　　計　　）

職員給与費

　　　　　収　　　　　　　入　　　　　　

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　

起債の目的
変　更　前 変　更　後

限　度　額

配水管復旧事業

老朽配水管更新事業

37,000千円

14,000千円

41,900千円

20,600千円

配水管移設事業
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議案第７７号

第１条　令和６年度福島町の浄化槽事業会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

　ろによる。

第２条　予算第２条の業務の予定量を次のとおり補正する。

　（４）　主要な建設改良事業

(ア）浄化槽整備事業 　23,000千円 を 26,510千円とする。

第３条　予算第３条の収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　浄化槽事業収益 68,830千円 -22,797千円 46,033千円

　　第１項　営業収益 4,417千円 -724千円 3,693千円

　　第２項　営業外収益 63,068千円 -22,073千円 40,995千円

　第１款　浄化槽事業費用 38,571千円 -4,199千円 34,372千円

　　第１項　営業費用 37,123千円 -4,125千円 32,998千円

　　第２項　営業外費用 1,348千円 -74千円 1,274千円

第４条　予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額9,

　727千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,091千円、引継金209

　千円、当年度分損益勘定留保資金7,427千円」を「資本的収入額が資本的支出額に

　対して不足する額9,727千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,4

　10千円、当年度分損益勘定留保資金7,317千円」に改め、資本的収入及び支出の予

  定額を次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　資本的収入 27,961千円 -1,451千円 26,510千円

　　第１項　企業債 22,000千円 -500千円 21,500千円

　　第２項　他会計補助金 939千円 -389千円 550千円

　　第３項　国庫補助金 3,626千円 -412千円 3,214千円

　　第４項　工事分担金 1,396千円 -150千円 1,246千円

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　

　　　　　収　　　　　　　入　　　　　　

令和６年度福島町浄化槽事業会計補正予算（第４号）

（　科　目　） （　　計　　）

　　　　　収　　　　　　　入　　　　　　

（　科　目　） （　　計　　）
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　第１款　資本的支出 37,688千円 -1,451千円 36,237千円

　　第１項　建設改良費 27,961千円 -1,451千円 26,510千円

第５条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

　　　令和７年３月１１日提出

福島町長　　鳴海　清春

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　

起債の目的
限　度　額

変　更　前 変　更　後

浄化槽事業 18,600千円 21,500千円
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議案第７８号 

 

 青少年交流センター増築工事の内建築主体工事請負契約の 

 議決更正について 

 

 令和６年６月２０日議決（議案第９号）の工事請負契約を次のとおり更正する。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春    

 

 

記 

 

 

契約の目的 
契約金額 

変更前 変更後 

青少年交流センター増

築工事の内建築主体工

事 

174,020,000 円 180,631,000 円 
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議案第７９号 

 

青少年交流センター増築工事の内機械設備工事請負契約の 

議決更正について 

 

 令和６年６月２０日議決（議案第１０号）の工事請負契約を次のとおり更正す

る。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長 鳴海 清春    

 

記 

 

契約の目的 
契約金額 

変更前 変更後 

青少年交流センター増

築工事の内機械設備工

事 

65,560,000 円 69,894,000 円 
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同意第２号 

 

固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 固定資産評価審査委員会委員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和 25

年法律第 226号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 石倉 正史 

年  齢 ６９歳 
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同意第３号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 佐藤 孝男 

年  齢 ７８歳 
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同意第４号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 本庄 喜美雄 

年  齢 ７４歳 
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同意第５号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 今井 隆 

年  齢 ７８歳 
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同意第６号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 久野 寿蔵 

年  齢 ５０歳 
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同意第７号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 山本 幸子 

年  齢 ６７歳 
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同意第８号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 花田 妙子 

年  齢 ４９歳 
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同意第９号 

 

福島町農業委員会委員の選任について 

 

 福島町農業委員会委員に次の者を選任したいので、農業委員会等に関する法

律（昭和 26年法律第 88号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

   令和７年３月１１日提出 

 

                    福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 管藤 光男 

年  齢 ６２歳 
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の推薦について 

 

 人権擁護委員に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和 24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 金谷 栄一郎 

年  齢 ７０歳 
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の推薦について 

 

 人権擁護委員に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和 24年法律第

139号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

令和７年３月１１日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 工藤  泰 

年  齢 ６５歳 
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